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　皆様，おはようございます。本日は，ご多用中のところ，第 32回エネルギー総合工学シ

ンポジウムに多数ご参加賜り誠にありがとうございます。また，皆様には日頃より当研究

所の活動に関しまして，ご理解ご協力を賜っておりますことをこの場を借りまして，厚く

御礼申し上げます。

　昨今のエネルギー情勢を見ますと，原油価格については，2014 年以降下落に転じており

ます。この傾向がいつまでも続いてくれるとありがたいのですが，これからまた高騰して

行くだろうというのが大方の見るところです。

　発電分野では，わが国では石炭，LNG火力が引き続き主力となっていますが，高効率化

による環境対応や再生可能エネルギーの大量導入に伴う負荷変動への対応が大変になって

きております。また，エネルギー分野での自由化の進展と再生可能エネルギーの導入拡大

が電力投資に課題を投げかけているところです。原子力につきましては，低炭素化などを

背景に，中国をはじめアジアを中心に導入の増加が想定されております。昨今の運転開始

状況を見ますと，中国の発電所がどんどん出てきていると思います。再生可能エネルギー

も発電コストの低減と相まって世界的に導入が拡大しております。また，利用分野では，

電気自動車（EV）の開発導入が大きく進められつつあります。

　地球環境問題については，昨年 11 月にパリ協定が発効し，世界が協調して 2020 年以

降の温室効果ガス排出量削減に取組む新たな枠組みが整備されました。このパリ協定で

は，世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて 2℃未満に抑えるという目標を掲げると

ともに，温室効果ガス削減目標を５年毎に見直す事や長期的な温室効果ガスの低排出型の

発展戦略を 2020 年までに提出することが要請されています。昨日，一昨日と行われました

ICEF（Innovation for Cool Earth Forum）では，これについて真剣に討議されていたと思っ

ております。

　わが国のエネルギー政策については，「エネルギー基本計画」（2014 年策定）の見直しに

関する議論が，また，2050 年までに温室効果ガス排出量の 80％削減という長期目標に向け

た政策の方向性に関する議論が開始されました。わが国としては，国内外のエネルギー・

開　会　挨　拶

白圡　良一 （一財）エネルギー総合工学研究所
理事長
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環境をめぐる情勢を見極めながら，長期的視点に立ち，総合的な戦略の下に，官民あげて必

要な取組みを進めて行くことを通じて世界に貢献していくことを目指しています。

　一方，近年コンピューターの処理能力の飛躍的な向上やセンサー技術の進化などを背景に，

ビッグデータや IoT，人工知能といった第４次産業革命が進展し，製造やサービス，金融，

交通など，経済社会のあらゆる分野で大きな変革をもたらしつつあります。今朝の新聞にも

新商品として，「AIスピーカー」が紹介されておりました。これなどは，執事が各家庭にい

るような形になる機械のようです。

　今回のシンポジウムではこのような状況を背景に，第４次産業革命の進展とエネルギー戦

略をテーマとして報告をさせて頂きます。まず，米国エネルギー省の元次官でコロンビア大

学世界エネルギー政策センター創立フェローのデービッド・サンダロー氏から「米国エネル

ギー分野における７つの動向」，続いて公益財団法人笹川平和財団の田中伸男会長から「持続

可能なエネルギー安全保障戦略」，また，内閣府総合科学技術・イノベーション会議の原山優

子議員から「『Society 5.0』における未来社会像とエネルギー」，また，早稲田大学の林泰弘教

授から「ICTを活用した新たなエネルギーシステムの構築」というご講演を頂戴した後，当

研究所の特任参事の新谷隆之から「第四次産業革命がエネルギービジネスにもたらすインパ

クトと課題」という報告をさせて頂く予定です。

　冒頭で述べましたとおり，世界のエネルギー・環境を取り巻く情勢は絶えず変化しており，

先行きを見通すことは困難であります。このような中，当研究所といたしましては，エネルギー

技術の未来を示す羅針盤となるべく，今後とも総合的且つ俯瞰的な観点から「エネルギー」「総

合技術」「研究」をキーワードといたしまして，社会に貢献していく所存であります。引き続き，

皆様方のご支援，ご協力を賜りますようお願い申し上げる次第です。

　最後に，公務ご多用の折，ご臨席を賜りました経済産業省の福島洋技術総括・保安審議官，

並びにコロンビア大学のサンダロー様，笹川平和財団の田中様，総合科学技術・イノベーショ

ン会議の原山様，早稲田大学の林様に改めて御礼申し上げるとともに，本日のシンポジウム

がご列席の皆様にとりまして，有意義となることを祈念いたしまして，私の開会のご挨拶と

させて頂きます。ありがとうございました。（拍手）
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　今回，エネルギー総合工学シンポジウムで「第４次産業革命の進展とエネルギー戦略」

と題して活発な議論，意見交換がされることを心よりお祝いしたいと思います。

　私からは経済産業省の全体的な政策の流れと，その中で私が担当しております産業保安

の話についてご紹介させて頂きたいと思います。経済産業省の来年度（平成 30 年度）の

重点政策を８月下旬に公表しております。「新たな需要の創出と人材投資，生産性革命な

どにより日本経済の成長を確固たるものにする」といった副題で政策を作っており，その

中で５つの柱を立てています。

　第１の柱は，「Connected Industries を通じた Society 5.0 の実現」です。これに政策資

源を集中すると謳っています。Conected Industries と言いますのは，本日のシンポジウ

ムのタイトルでもある「第４次産業革命」とほぼ同義です。

　第 2の柱は，「対外経済対策の展開」です。アメリカでは新しい大統領が生まれ，ヨーロッ

パではイギリスがEUから離脱する，またユーロをはじめ世界経済を取り巻く状況もかな

り変化していますので，その中で日本としてどのような対外経済対策を構築していくのか

ということです。

　第３の柱は，「産業安全保障の抜本強化／強い産業基盤の構築」です。

　第４の柱が「中小企業等による地域未来投資の加速化」で，先般の通常国会で成立した

「地域未来投資促進法」を活用し，地域の活性化をしていこうということです。

　第５の柱が「環境・エネルギー制約の克服と投資拡大」です。まさにエネルギー総合工

学研究所が担当していますエネルギー，更には環境対策をどうしていくのか，ということ

です。また，かなり増えてきている再生可能エネルギー（再エネ）につきましては，更な

る投資拡大，研究開発支援を行っていくとか，省エネ技術，高効率火力発電の海外展開を

行っております。さらに，複数事業者の連携による省エネも推進しつつ，パリ協定等の実

施を促すエネルギー政策も進めていこうと考えております。

　また，第５の柱の中に，「福島をはじめとする被災地の復興加速」もあります。避難解

除後の更なる復興加速化と帰宅困難地域の復興・再生を進めるとともに，廃炉，汚染水対
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策についても引き続きしっかりと進めて行きたいと思っております。復興は進んでいるも

のの，まだ十分ではありませんので，福島の復興に対しては，経済産業省も全面的に支援

していく所存です。

　５本の柱の中で，第３の柱である産業保安関連の分野につきまして，少しご紹介させて

頂きます。まず，Connected Industries との関係では，データの利活用を進めようというこ

とが大きな命題になってきています。データをどのように集めて公正に管理していくのか，

特に，国が持っている情報をどのように皆様方に使って頂くのかということが１番目の課

題です。2番目の課題は，実証を進めながら，産業界または個人が保有するデータを利活用

していくルールを作っていくということです。「平成 30 年度　経済産業政策の重点」では，

特に，産業保安等の協調領域のデータの蓄積，流通，制度整備に向けた実証を謳っていま

す。今，石油精製・石油化学プラントを中心に実証実験をしておりますけれども，電力分野，

ガス分野においても保安データの共有化，利活用を進めていきたいと思っております。

　産業保安の分野でもう１つ重要だと言われていますのは，第１の柱とも重なる「サイバー

セキュリティの強化」です。東京オリンピック，パラリンピックの準備が 2020 年に向けて

進められていますけれども，そういった中で，特に，電力，ガス等重要インフラに対する

サイバー攻撃について非常に高い関心を持っていますので，サイバーセキュリティ対策も

エネルギー事業者と協調しながら進めていきたいと思っております。

　次に，保安について背景をご紹介いたします。産業保安の事故はかなり減ってきており

ます。ただ，重大事故はかなりあるというのが現状です。そういった中で，多くのプラン

トで老朽化が進んできているという大きな問題があります。また，保守安全管理を行ってき

ていただいたベテラン従業員の方々の引退も進んできますので，重大事故のリスクは増大

しているのではないか，という認識があります。そういった中で，IoT，ビッグデータ，人

工知能を使って，現場の自主保安能力を高めて行くという政策，それとともに企業の稼ぐ

力も向上して頂きたいという政策を進めているところです。

　高圧ガス，都市ガス，LPガス，電気，火薬などの産業保安法令については，抜本的な見

直しをしております。見直しの中身は大きく３つあります。１番目は，ビッグデータ等を活

用した自主保安の高度化です。効率的な保安確保をして頂いている方につきましては，例

えば，連続運転の期間を長くするとかインセンティブを与える政策を行っております。2番

目は，新技術への対応の円滑化です。仕様規定になっているものも多くありますけれども，

性能規定化をさらに進めることによって，国際規格，民間規格を迅速に法令に取り入れら

れるようにしようとしています。３番目は，安全レベルの維持向上を前提とした規制やコ

ストの合理化です。リスクを再評価して規制の合理化を進めていこうと考えております。

　電力につきましては，再エネを中心に技術革新が加速してきている中で，硬直的な技術基
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準によって新しい技術の導入や輸入品の適用が遅れているという問題点があります。また，

再エネを中心に電気設備の保守管理能力の乏しい新規参入者が増えてきているということ

も課題になっております。さらに，主任技術者の方々が将来的に不足するという懸念や地域

的なアンバランスといった分析も行っておりますので，人材面での対応も考えていきます。

　昨今，台風，自然災害がかなり甚大化してきている中で，ライフライン関係でも大きな事

故があります。エネルギー関係企業の迅速な対応で，復旧が早くなってきておりますけれ

ども，そういった点についても更に取組んで行きたいと思います。具体例を申し上げますと，

風力，太陽光発電の事故がかなり増えていたり，新規参入の方による不十分な電気の保安

が散見されたりしましたので，風力，太陽光発電については規制強化を実施しております。

一方で，事故が減少しております大型火力発電所等の分野では，規制の合理化を行ってい

ます。我々としては，国と民間との役割分担というものを再度見つめながら事業者の保安

力を上げるような，創意工夫に基づいた取組みが促されるような規制をこれからも進めてい

きたいと思っております。また，国としては，事故を分析してその結果を政策に反映して

いくことが重要であると思っておりますので，技術支援機関（TSO）で事故分析を行ったり，

新しい技術についてもきちんと評価できる体制整備をしていきたいと思っています。

　最後になりますが，本日のシンポジウムで専門家の方々からの色々な新しい意見を皆様

で共有して頂くとともに，それらの議論を通じて，皆様方のビジネスが発展されることを

祈念して私の挨拶にしたいと思います。本日はありがとうございました。（拍手）
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はじめに

　本日は「エネルギー総合工学シンポジウム」
にお招き頂きましてありがとうございます。
皆さんの前でお話しできることを大変光栄に
思っています。私からは，アメリカのエネル
ギー分野について，特に重要と思われる７つ
の動向についてお話しいたします。

石油と天然ガスの台頭

　まず，石油とガスの台頭という動向につい
てお話したいと思います。過去 10 年間大きな
変化を遂げて来ました。特に，その水圧のフ
ラッキング技術や採掘技術など，新しい技術
が開発・導入されたことで，大きな変化が見
られています。

［特別講演］

米国エネルギー分野における７つの動向

デービッド・サンダロー 米コロンビア大学　世界エネルギー政策
センター　創立フェロー

　図１で，アメリカの石油の生産量がどれだ
け増加したかを示しています。表では，2005
年から 2014 年の増加が確認されると思いま
す。300 万バレル／日ほど，増加しています。
この増加は，石油輸出国機構（OPEC）のど
の国よりも大きい量ですが，アメリカ一国で
増えたのです。
　2014 年には石油価格が若干下がりました
が，驚く事にアメリカの石油生産高は少しし
か下がりませんでした。全体的に，石油産出
量は，増加傾向が続いています。これは，革
新的な技術が開発されたおかげで実現したこ
とです。
　同じ技術が，天然ガスの産出でも活用され
ていますので，天然ガスの産出量も，アメリ
カで市場最高を記録しています。
　図２では，2000 年から 2016 年までの変化
を捉えています。オレンジ色の部分が，シェー
ルガスです。2007 年頃から大きくピークを迎
えています。
　2004 年，2005 年頃は，エネルギーアナリ

図１　北米の石油生産量推移（2005 年～ 2014 年）

季報エネルギー総合工学

（出所：米エネルギー情報局（EIA））
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ストの多くは，将来，アメリカが天然ガスの
輸入国になるだろうと予想していました。し
かし，ほんの数年の間に，多くの業者が輸出
許可証を申請するまでになりました。今では，
アメリカは天然ガスにおいて，世界の主要な
輸出国として，アジア，日本にも輸出を始め
ています。
　図３は，2005 年～ 2015 年までのアメリカ
と日本の天然ガス価格です。
　天然ガスと石油の価格は，基本的に大きく
異なった動向を辿って来ました。と言います
のも，石油の取引というのは，単一のグロー
バル市場での取引が主となっていますが，天
然ガスは歴史的にもグローバルな取引ではな
く，地域ごとの価格で，マーケットで取引さ
れてきました。
　2011 年～ 2013 年辺りの数値を見ると，ア
ジアにおける天然ガス価格は，16 ドル／百万
ＢＴＵでした。対して，アメリカでは２ドルで，
大きな差がありました。

　私は，その頃，連邦政府に務めていましたが，
日本の大使が毎月のように私のオフィスに来
て，「いつアメリカは天然ガスの輸出を始める
のか」と聞かれていました。
　現在では，アジアのガス価格は下がって来
ていますので，アメリカとの価格差は縮まり
ましたが，それでもある程度の差はあります。

再生可能エネルギーの台頭

　２つ目の動向ですが，再生可能エネルギー，
特に，風力，太陽光発電（PV）の台頭です。
　再生エネルギー（再エネ）は，アメリカでは，
劇的な動向を辿って来ました。特に，風力は，
ここ数年間で大きく伸びています。図４を見
ると，2001 年～ 2016 年までの風力発電の増
加傾向が分かります。
　風力が増加している理由は２つあります。

図３　アメリカと日本のガス価格推移
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図２　アメリカの天然ガス生産量推移（2000 年～ 2016 年）

（出所：BP Statistical Review of World Energy 2016 ）

（出所：EIA）



－ 8 －

１つは，風力発電の電力価格が下がって来て
いること。もう１つは，アメリカ国内でも，
特に中部地域においては，風の資源が豊富に
あるということです。アメリカ中部を「風力
のサウジアラビア」と呼ぶ人もいます。
　最近のアメリカでの興味深い傾向として，
オフショア（洋上）の風力発電が増えている
ことがあります。オフショアの風力発電によ
る電力価格は，まだ高い水準ですが，近年急
速に下がってきています。特に，東海岸のロー
ドアイランド州の近くで，大きなプロジェク
トが始まっています。
　実は，PVは，風力よりも急速に伸びてい
ます。図５では，2005 年～ 2015 年までの PV
の伸びをご覧頂けます。
　また，PVの電力価格の低下には驚くものが
あります。10年前の10分の１になっています。
こうした価格変化が，エネルギー会社が電力系

統の経営法や管理法に大きな影響を与えてい
ます。一日の間によって大きな需要の変動があ
りますが，それへの対応の仕方が，エネルギー
会社側で大きく変わって来ています。
　今後も風力と PVは，何年にも渡って大き
く増加していくだろうと予想されています。

石炭産業の衰退

　３つ目の動向は，石炭の衰退です。図６は，
1950 年～ 2016 年まで，アメリカの電源構成
の変化，発電量の変化を捉えています。
　一番上の線が石炭発電です。60 年以上もの
長い間，総発電量の 50％以上がずっと石炭火
力でした。
　その間，天然ガスは，20％しか占めていま

季報エネルギー総合工学

図４　アメリカの風力発電の導入量推移（2001 年～ 2016 年）

図５　太陽光発電の発電量（2000 年～ 2016 年）

（出所：EIA）

（出所：米国風力協会（AWEA）
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せんでした。しかし，この３年で大きく変
わりました。石炭はシェアを大幅に落とし，
30％以下に落ちています。そして，天然ガス
が大きく伸びて石炭を超えています。
　全米の数百の炭鉱が閉鎖に追い込まれてい
ます。経済的に維持が不可能となり，天然ガ
スに対抗できないという理由からです。こう
した石炭火力発電の減少，石炭利用の減少は，
勿論，この業界の雇用に大きな影響を与えて
います。
　図７は，1900 年以降の炭鉱労働者の数を表
しています。雇用者の動向を見ますと，ピー

クはおよそ 100 年前だったことが分かると思
います。その頃，80 ～ 90 万人が炭鉱労働者
でしたが，その時のアメリカの全人口は１億
600 万人でした。石炭業界の下降動向と共に
雇用者数も減少しています。この雇用減少は，
業界の自動化が主な原因です。
　図８は，驚くような表なのですが，アメリ
カの４大石炭会社の時価総額です。時価総額
が無い水準まで落ち，全て破綻しています。
この間，沢山の株主資本が失われました。
　こうした石炭における石炭利用の減少傾向
は，今後も続くと予測されています。

図７　炭鉱労働者数の推移（1900 年～ 2015 年）
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図６　電源別発電シェアの推移（1950 年～ 2016 年）

（出所：EIA）

（出所：Mine Safty and Health Administration）
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原子力発電における課題

　４つ目の動向は，原子力発電における課題
についてです。
　図９には，原発サイトの位置を示していま
す。全米に広がっていますが，東部に集中し
ています。アメリカでは，今，世界のどの国
よりも多い 99 基の原発が稼働しています。
　原発は，電力分野で非常に重要な役割を担っ
ています。総電力供給量の 20％を占めていま
す。カーボンフリーのエネルギー源では 65 ～

70％になります。アメリカにおける原発の最
大の課題は，価格が下がった天然ガスとの競
争です。
　また，原発の老朽化も進んでいます。1970
年代に建てられた発電所もあり，一番最近で
も 1990 年代です。今では，アメリカで新規に
原発を建てるのは困難です。ここでも，天然
ガス火力の建設よりかなりコスト高になって
しまうからです。
　数年前までは，５基の原発が建設中で政府
は，多額の助成金で支えていましたが，その
うちの３基は建設中止に追い込まれました。
そして今では，新しい原発として建設中なの

季報エネルギー総合工学

図９　アメリカの原子力発電所（2017 年５月現在）

（出所：米国原子力規制委員会（ARC））

図８　４大石炭会社の時価総額推移（2009 年～ 2016 年）

（出所：Bloomberg）
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は２基です。ですが，そこでも大幅な予算オー
バーという難しい状況にあります。
　これは，他の国と同様，アメリカにとって
も大問題だと私は思います。今，必要なのは，
より安く実現できる原発技術です。何よりも
原子力は二酸化炭素（CO2）削減に貢献できる，
カーボンフリーの電力だからです。
　アメリカと日本の状況を比べると，原発に関
する意見は大きく異なります。幸い，アメリカ
では，日本のような複数ユニットにまたがる大
きな原発事故は起きていませんから，原子力は
あまり大きな政治問題にはなっていません。国
民の間で一部反対している人達はいますが，そ
れ程，大きな声にはなっていません。

運輸分野での変化

　５つ目の動向が，運輸分野での変化です。さ
らに，その中に３つの動向があります。３つの
動向が合わさって，過去 100年の変化よりも大
きな変化がもたらされると考えています。

シェアリング・エコノミー

　運輸分野における１つ目の動向は，シェア
リング・エコノミー（共有経済）の台頭です。
この中では，スマートフォンで，ハイヤーの
ような運転手付きの高級車を呼ぶことができ
る，ウーバー・テクノロジー社の配車システ
ム「ウーバー」が大きな影響を及ぼしていま

す。また，ウーバー以外にもリフト社等のシェ
アリング会社が登場しています。
　アメリカの多くの都市では，ほとんどの人
がスマホにウーバー社やリフト社のアプリを
入れており，車を利用する時には，リフト社
やウーバー社の車を呼んでいます。ウーバー
のビジネスモデルは，「皆のお抱え運転手」と
いうことです。
　それで，このウーバー等によって今，車利
用に革命が起きています。身近な例ですが，
私の子供たちの運転に対する姿勢に大きな変
化をもたらしました。私の子供たちは何れも
20 代前半なのですが，私が，彼らと同じ年代
には，「買えるようになったら車がほしい」と
一番強く思っていました。けれども，私の子
供たちの誰も車を買いたいとは思っていませ
ん。車に乗らなければいけない時は，全員ウー
バーを呼んで使っています。

自動運転車

　運輸分野における２つ目の動向は，自動運
転車です。まだ，変化の初期段階にありますが，
こちらも大きな革命を起こすと考えています。
　シンプルな自動運転技術は，既に導入され始
めています。例えば，自動駐車の技術が搭載さ
れている車も販売されています。また，基本的
な情報処理や視覚的な検知技術といった自動
運転に必要な技術は，年々高度化してきていま
すし，これからもどんどん良くなるでしょう。
　最近，私は，この自動運転車がマーケット
に入ってくることが，エネルギー分野にどの

図 10　運輸分野で劇的な変化をもたらしている３つの動向
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（出所：米コロンビア大学・世界エネルギー政策センター（CGEP））
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ような影響を与えるのかという文献を読みま
した。色々読んだ結果，今の段階ではどうな
るのか分からないという結論に達しました。
　自動運転車の普及で，エネルギーの使用・
利用が増加する可能性はあります。自動運転
車であれば，より運転しやすくなりますから，
もっと長距離運転をしようという気持ちにも
なります。自動車に乗る回数は多くなり，走
行距離も長くなるので，エネルギー使用が増
えるというわけです。
　ただ，一方では，自動運転車の普及でエネ
ルギー使用が減る，省エネが実現できるとい
うことも考えられます。と言ますのは，一般
的に，人間は運転が下手ですから，車自体が
自動運転するようにプログラミングできるの
であれば，人が運転するよりも，エネルギー
効率の良い運転が可能になります。車間距離
も短くできるようになり，空力抵抗も削減す
ることができます。
　ですから，今の段階では，自動運転車がエ
ネルギーにどういう影響を及ぼすのか不透明
です。ただ，言えるのは，自動運転車という
のは，安全面でプラスに働くということです。
昨年，アメリカでは３万件以上の交通死亡事
故が発生しました。ほとんどの原因は，人為
的エラーでした。タバコ以外で，唯一，公衆

衛生上の大問題となっているのが交通死亡事
故です。そして，自動運転車が普及すること
によって，安全な運転が実現され，交通事故
による死亡やケガなどが大幅に削減されると
期待されます。

電気自動車（EV）

　運輸分野に大きく変化をもたらしている３
つ目の動向は，電気自動車です。
　電気自動車は，まだ，普及の初期段階にあ
りますが，既に，革命が始まっていると思い
ます。これから，もっと劇的な結果が生まれ
てくると考えられます。史上初めて，自動車
メーカーが，車ができる前に 40 万台の受注を
得ました。これは，実際に，EVメーカーの
テスラ社に起こったことです。
　図 11は，アメリカにおける EV販売台数
の伸びです。2014 年には，石油価格が下がっ
たため，一時期，伸びが横ばいになりましたが，
その後再び伸び始めています。
　EV販売台数の割合は，今のところ，全て
の自動車販売台数の数パーセントに過ぎませ
んが，今後どんどん伸びていき，重要性が増
してくると考えられます。
　図 12は，EVの州別販売台数です。販売の

図 11　アメリカのEV販売台数（2011 年～ 2016 年）

季報エネルギー総合工学

（出所：Robert Rapier, InsideEVs）
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半分がカリフォルニア州だということが分か
ります。

温室効果ガス（GHG）の減少

　６つ目の動向は，温室効果ガス（GHG）の
減少です。図 13で過去 10 年の数値を見ます
と，アメリカが他のどの国よりも多く温室効
果ガスの排出量を削減しています。
　世界で一番大きく GHG 排出が削減された
最大の要因は，不況ですが，石炭から天然ガ
スへの移行や価格の変化も影響していますし，
更には，自動車の効率化も要因の１つとして
挙げられます。

連邦政府と州政府で異なる政策

　７つ目の動向は，連邦政府と州政府が別々
の政策を採るようになって来ているというこ
とです。

トランプ大統領に関する５つの論点

　今回，日本に来て色々な所で最初にされる
質問は，トランプ大統領に関するものです。
皆さんの関心が高いようなので，彼について
５つの点を述べたいと思います。
　まず，トランプ大統領は，就任前，公務に
ついた経験がありません。アメリカ史上初め
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図 12　2016 年１月～ 10月の州別EV販売台数

（出所：ZEV Facts, The Alliance of Automobile Manufacturers）

図 13　アメリカの温室効果ガス排出量の推移

（出所：ZEV Facts, The Alliance of Automobile Manufacturers）
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て公職を経験していない大統領が生まれたの
です。
　2 つ目は，不動産王の彼がずっと豊かだっ
たわけではなく，巨額の損失も蒙っていると
いうことです。
　3 つ目は，彼がテレビとブランディングと
いう２つの分野でかなり成功したビジネスマ
ンだったということです。
　４つ目は，今のアメリカを理解する上で非
常に重要な点だと思います。それは，ほとん
どのアメリカ国民の間で彼が不人気だという
ことです。実際，就任１年目でこれほど不人
気な大統領はかつていなかったという程の不
人気です。
　通例では，新しい大統領就任後，最初の
100 日程度は「ハネムーン期間」と呼ばれ，
「まずは，やらせてみよう。チャンスをあげよ
う」という姿勢で，皆が大統領を暖かく見守
り，批判しないものです。今ぐらいの時期で，
大統領の支持率を比較すると，オバマ 60％，
ジョージ・Ｗ・ブッシュ 55％でしたが，トラ
ンプ大統領は 36％しかありません。そして，
その倍以上の国民が不支持を表明しています。
　そして，最後の５つ目は，トランプ大統領

の周りには，政権に脅威を与える多くのスキャ
ンダルがあることです。実際に，刑事事件と
して調査している検察官もいます。１つは，
ロシア政府と結託して，ロシア政府が選挙戦
に介入したのではないかという件です。他に
も多くの問題の調査が行われています。おそ
らくトランプ大統領は，ここでかなりのエネ
ルギーを削がれているという面があります。
　但し，アメリカ大統領を罷免するのは，手
続き上，非常に難しいのです。国によっては，
新しい選挙をするだけ罷免できるところもあ
りますが，アメリカ憲法の下では，一度大統
領になった人を任期中に辞めさせるのは中々
できることではありません。アメリカの歴史
において，一度だけ任期中に辞任した例があ
ります。それは 1974 年のリチャード・ニクソ
ン大統領です。

トランプ政権のエネルギー政策と異なる

州政府の政策

　トランプ大統領のエネルギー政策は，言っ
てみれば，オバマ大統領と真逆です。
　特徴として，①石油・石炭，ガスといった
化石燃料の優先があります。②環境規制は緩
和の方向にあり，③「気候変動は問題ではない」
という姿勢をとって，「パリ協定」からの撤退
も宣言していますし，④再エネ予算の削減に
も動いています。
　これらの特徴は，確かに，アメリカのエネ
ルギー政策の重要な要素ではありますが，こ
の場で強調したいのは，アメリカでは，州政
府は必ずしも連邦政府の方針に従っているわ
けではないということです。
　州政府は，連邦政府から独立した立場にあ
ります。つまり，連邦政府直轄の組織ではな
いのです。また，州知事が，必ずしも，大統
領の政策に従わなければいけないというわけ
でもありません。実際に，大統領が所属する
政党（政権党）と対抗する政党（野党）出身
の知事も多くいます。

季報エネルギー総合工学

図 14　ドナルド・トランプ

第 45代アメリカ大統領（2017 年１月 20日～）

（出所：CGEP）



　そして，エネルギー政策では，州政府が重
要な役割を担っています。
　図 15に示すのは，エネルギー企業に再エ
ネ使用を義務づける「再エネ・ポートフォリ
オ基準」（Renewable Portfolio Standard）を
持っている州です。これをエネルギー会社に
課しています。これは，大統領がどのような
政策を出そうが変わらないことです。
　図 16では，ネットメータリング制度を持っ
ている州を示しています。ネットメータリン
グというのは、住宅用などの分散型 PVシス

テムの発電量から、電力消費量を差し引いて
余剰電力量が発生した場合、余剰分を次の月
に繰り越せる、つまり、消費量を発電量で「相
殺」する仕組みです。PVの電力利用を促進
するための制度ですが，こちらもトランプ大
統領になったからといって方針が変わるわけ
ではありません。
　実際，州レベルで他国と協定を結ぶことも
よくあります。図 17は，カリフォルニア州
知事と中国の交渉官が，カリフォルニア州と
中国の間の気候に関する協定に調印している
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図 15　再エネポートフォリオ基準を持つ州と持たない州

（出所：全米州議会協議会（NCSL））

図 16　ネットメータリング政策を採用している州

（出所：NCSL）



ところです。カリフォルニア州は，非常に大
きな州です。もしも国であれば，経済規模で
見て世界で８番目くらい，日本と同じくらい
の大きさの国になります。
　図 18では，映画俳優アーノルド・シュワ
ルツェネッガー氏（前カリフォルニア州知事）
が，トランプ大統領と同じ共和党出身ながら，
現在の民主党ジェリー・ブラウン知事と手を
携えて，気候変動に対して戦うという姿勢を
示しています。

おわりに

　本日，プレゼンテーションで７つのアメリ
カのエネルギー分野における動向をお話させ
て頂きました。①石油・ガスの台頭，②再生
エネルギーの台頭，③石炭利用の減少，④原

子力発電に関する課題，⑤運輸分野の変化，
⑥温室効果ガスの排出量の減少，⑦連邦政府
と州政府の政策が分かれてきているという話
をさせて頂きました。
　本日はご招待頂きまして，そして，ご清聴
頂きましてありがとうございました。
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図 17　「米加州ー中国江蘇省クリーンテクノロジー提携協定」に
署名するジェリー・ブラウン知事（右）

（出所：Offi  ce of Governor Edmund G. Brwon Jr.）

図 18　ジェリー・ブラウン知事を激励するシュワルツェネッガー前知事

（出所：CGEP）
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はじめに

　本日は，　私が国際エネルギー機関（IEA）
にいたということもあって「持続可能なエネ
ルギー戦略」というタイトルでお話しします。
　内容ですが，まず，エネルギー安全保障の
観点から石油価格の今後とその影響について，
次に，気候変動の観点から化石燃料だけでは
なく再生可能エネルギー，原子力までを見る
とどう見えてくるのか，最後に，日本が今抱
えている課題，福島事故以降の原子力をどう
するのかという大きな課題について，私なり
の提案，こうすれば国民に理解して頂けるの
ではないかという，原子力政策の私案につい
てお話ししようと思います。

［講演］

持続可能なエネルギー安全保障戦略

田中　伸男 （公財）笹川平和財団会長
元国際エネルギー機関（IEA）事務局長

エネルギー安全保障と石油価格

IEAのミッション～石油備蓄～

　図１に石油価格の推移を示しました。IEA
は，第一次石油ショック（1973 年 10 月～ 1974
年１月）を受け，経済協力開発機構（OECD）
の枠内で 1974 年 11 月に創られました。第一
次石油ショックでは，石油輸出国機構（OPEC）
のアラブ諸国がオランダとアメリカを狙って
石油の禁輸をしたのですが，消費国はまった
く禁輸という事態への準備ができていません
でした。そこで，OPECに対抗して石油備蓄
を持ち，いざという時にはそれを使おうとい
うことで，IEAができました。

図１　石油価格の推移と IEA石油備蓄の放出
（出所：IEA, トムソン・ロイター）
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　IEAがこれまでに，石油備蓄を取り崩した
ことが３回ありました。最初は 1991 年の湾
岸戦争の時。２回目が 2005 年のハリケーン・
カトリーナとリタがアメリカを襲った時。そ
して３番目が，私がまだ IEA にいた 2011 年
春に起きたリビア危機の時でした。刷り増し
できる通貨と違い，石油備蓄は放出すると無
くなってしまいますので，何回も放出するこ
とができません。ですから，価格が上がれば
放出するというのではなく，供給の physical 
disruption（物理的途絶）があった場合，また
はその恐れがある場合にのみ放出するという
のが IEAの本来の使命です。

２つの IEA石油価格シナリオ

　備蓄からどのぐらいの量を放出したらいい
か決めるため，IEAは，色々なデータを集め
てレポートを書いています。そうした中で，
毎年 11 月に出す『世界エネルギー見通し』
（WEO, World Energy Outlook）が有名になっ
てきました。
　実は，2015 年のWEOの大きなテーマの１
つは，今後の石油価格の予想でした。今後上
がっていくのか，それとも，低いまま続くの
かという議論です。現時点で石油価格は 50 ド
ル内外ですが，以前のように 100 ドルを超え
る時代が戻って来るのだろうか。IEAは，図
２に示す２つのシナリオを作っています。１
つは，「100 ドル超え時代」に戻るという「新
政策シナリオ」。もう１つは，一定の条件を満

たせば， 2020 年代半ばくらいまで低価格が続
くという「低価格シナリオ」です。その条件
を満たすことが難しいので，IEAはまた高い
方にいくのではないかと言っているのですが，
あに図らんや，低価格の時代が意外と続くか
もしれないと言うのが，私がこれから申し上
げる話です。

低価格を支えるシェールオイルの強靭性

　図３は，世界の三大産油国（サウジアラビ
ア，アメリカ，ロシア）の石油生産量の推移
です。価格が 100 ドルを超えた時代にどんど
ん伸びていったのがアメリカのシェールオイ
ルでした。ロシアとサウジを追い越し， 2014
年にはアメリカが世界最大の産油国になりま
した。サウジはこれに対抗するためにどうし
たか。石油の価格を上げると儲かるのはアメ
リカばかりという時代が続いたので，減産せ
ずシェアを確保するという政策を採りました。
中国もヨーロッパも不況で需要が減ったのに
供給は減らなかったので価格が壊れました。
サウジは，これで「アメリカがくたばるだろう」
と思ったのですが，簡単にはそうなりません
でした。さすがに価格が 30 ドル台になって，
やっとシェールオイル生産が減り始めました。
サウジは頑張り続け，ついに世界一のシェア
を奪還したのですが，価格が低い状態ではと
ても生き残れないということで，去年 11 月，
OPEC とロシアも一緒になって減産へと方針
を変えました。

図２　IEAの石油価格シナリオ

（出所：WEO2015）
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　すると価格が上がり始め，アメリカのシェー
ルオイルも増えてしまったのです。ですから，
シェールオイルは，未だ相当な強靭性をもっ
ていて，45 ドル，50 ドルくらいでも競争力が
あると見えます。そうしますと，シェールオ
イルが元気であるうちは，石油価格はそう高
く上がらないのではないかと読めます。
　ただ，価格が低かったために，2015 年と
2016 年に世界の石油・ガスの上流投資は，前
年よりも減りました。IEAの“World Energy 
Investment 2017”によりますと，2015 年が
25％減，2016 年が 24％減でした。2017 年は
少し増えると言われていますが，中東４％，
ロシア６％のところ，アメリカのシェールオ
イルが 53％です。石油価格がそこそこ低くて
も投資が伸びていることが分かります。
　需要が戻ってくると，需給が逼迫して価格
が急騰するリスクがあるわけです。

価格低迷で減る石油生産

　図４は，石油の生産コスト比較ですが，サ
ウジアラビアのコストは，10 ドル／バレルで
す。ただ，サウジアラビアが財政をバランス
するには，80 ～ 100 ドルくらいの価格が必要
です。カタール，クゥエートはずっと人口も
少なく，財政も健全なので，そんなに高い価
格は必要ありません。ロシアやベネズエラは，
元々コストが高く，財政がバランスする石油
価格も非常に高いです。もし，低価格が続き
ますと，こういった国々は大変困ったことに
なります。
　IEA は 2040 年にかけて世界の石油需要は
1400 万バレル／日になると予測しています
が，石油生産は，北海，中国，メキシコでは
減ってしまいます。生産が増えるのはアメリ
カのシェールオイルですが，それも，ここ 10

図３　世界三大産油国（米・露・サウジアラビア）の攻防

（出所：IEA）

図４　石油生産コストの国際比較

（出所：WEI2017）
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年，20 年で伸びが鈍くなっていくと考えられ
ます。それから，カナダのオイルサンド，ブ
ラジル沖合の油田では確かに伸びますが，残
りの多くの部分は，中東に依存するしかない，
というのがIEAの見通しです。中東の中では，
半分がイラク，４分の１がイランです。こう
いった国々で本当に投資が進むかは，中東情
勢によりますので，相当な下方リスクがある
と考えていいわけです。

石油価格低迷の最大のリスク

～高まる中東依存～

　石油価格が下がると，高コスト国の投資は
相対的に増えません。価格が下がれば下がる
ほど，中東に依存するしかありません。他方，
価格が下がると需要は増えてしまいますので，
益々中東依存が高まっていきます。問題は，
中東では，価格が下がると収入が減るので，
財政収支がバランスしなくなり，社会安定の
ための色々な経費を出しにくくなるので，よ
り不安定化することです。より不安定な中東
に，より多くの石油を依存しなければならな
くなるのです。これが，低価格が続いた時の
最大のリスクです。

　図５に，主要国の石油・ガスの輸出入状況
が 2040 年にどうなっているかを示しました。
既にガス輸出国になっているアメリカは，石
油輸入も減り，輸出もできるようになってい
ます。これに対し，中国の輸入依存度は高まっ
ていきます。今，石油６割，ガス３割を輸入
していますが，いずれ石油８割，ガス４割を
輸入するようになってしまいます。インドも
輸入依存度が高まります。日本と韓国は，今
も 100％石油もガスも輸入していますので，
これ以上悪くなりようがありません。ですが，
日本が４割のガスを輸入しているASEAN諸
国は，今後，ガスを輸出をできなくなります。
ASEANに依存できなくなる日本が，なるべ
く中東に依存しないとすれば，ロシアから輸
入するのが最も合理的な選択になるはずです。

アメリカの「エネルギー・インディペンダンス」

と日本のエネルギー安全保障

　アメリカは，中東にもロシアにも依存する
必要がありません。これがアメリカの地政学
的な強みです。もちろん，石油価格が上がれ
ば困りますが，輸入依存度の高い国々とでは，
地政学的な意味での差が圧倒的に大きいです。

図５　石油・ガスの輸出入

（出所：IEA）
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これがアメリカの「エネルギー・インディペ
ンデンス」で，明らかにアメリカの一人勝ち
状態になってきています。
　図６は，中東からどの国に石油が輸出され
るかというグラフです。将来，中国，インド
に圧倒的に多くの中東石油が行くようになり
ます。何と９割がアジアに行くことになりま
す。かたやアメリカは，中東の石油を必要と
しなくなります。
　この時アメリカが，今までと同じように，
ホルムズ海峡の平和通行，中東和平にコミッ
トし続けてくれるか考えなくてはいけません。
「困る人たちが自分で守れ」と言ってくる可能
性が大きいのです。日本は，安保法制を変えて，
万が一の場合には，ホルムズ海峡に掃海艇を
派遣できるようにしましたが，インド洋，ホ
ルムズ海峡，ペルシャ湾での安全保障は，中
国やインドと一緒にやった方がいいのではな
いかと考えます。

中国，インドの IEA加入の可能性

　ペルシャ湾の問題は，中国にとってはるか
に深刻な問題だと考えられます。経済を伸ば
して行くために，中国，インドの石油輸入が
増えていき，2030 年を待たずに，IEA加盟国
の輸入量を抜いてしまいます。すると，IEA
が石油備蓄を放出しても，中国，インドが放
出分を吸い込んでしまい全く効果が無くなっ
てしまいます。IEAとしては，中国，インド

をメンバーに入れることが非常に重要な課題
になります。
　IEA の創設者であるヘンリー・キッシン
ジャー氏に，私が「中国を IEAメンバーにし
ましょうよ」と話したところ，彼は「それは
素晴らしい考えだ。自分も協力したい」と言っ
てくれました。彼は，中国にも IEA加入を働
きかけたと思います。インドは，もう少しで入
るところまで行きました。今，中国もインド
も「主要な非加盟国」（パートナー国）という
オブザーバーみたいな地位に留まっています。
　もちろん，IEAに入らないと困るのは彼ら
なのですが，ただ，アメリカが創った組織であ
る IEAでは，加盟国の石油消費に応じた票の
構成になっていて，アメリカが最大の票を持っ
ています。アメリカ主導の団体ですから，加盟
国の義務として 90日分の備蓄をしても自由に
放出することはできません。中国もインドも「ア
メリカの制肘を受けるのは嫌だ」ということで，
メンバーになりたくないわけです。

ホルムズ海峡封鎖の影響

～日本の石油備蓄は十分，ガスが問題～

　今，IEA加盟国は，16 億バレルの法的備蓄
を持っています。200 万バレル／日をこの備蓄
から放出しますと２年間持たせることができ
ます。400 万バレル／日だと約１年持たせるこ
とができる。ホルムズ海峡封鎖がそう長く続
かないとすれば，１年間持てば十分です。

図６　中東からの石油輸出（仕向け地別）

（出所：WEO2012）
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　第一次石油ショックの時は，約 400 万バレ
ル／日の不足で，第二次石油ショック（1979
年）の時が 560 万バレル／日の不足でした。
ホルムズ海峡が封鎖されると 1300 万バレル／
日が不足しますから，数カ月も持ちません。
大体そんな大量に放出できませんから，ホル
ムズ海峡封鎖というのは，最大のリスクです。

ホルムズ海峡封鎖で日本が困るのはガス

　日本は，独自に 180日分の石油備蓄を持って
いますから，半年は持ちこたえられます。石油
に関する限り，日本にとってホルムズ海峡封鎖
は，必ずしも大きな問題ではありません。
　実は，ホルムズ海峡封鎖で困るのはガスで
す。日本のガス輸入の約 20％はカタールから
です。その中でも中部電力㈱は，全電源の約
４割をカタールのガスに依存していますので，
もし，これが止まると，一挙に計画停電にな
ります。中部電力が計画停電を防ぐ最良の方
法は，浜岡原発を再稼働することですが，浜
岡原発は，菅直人元総理が超法規的に止めた
原発ですので，これを再稼働するのは，政治
的にハードルが極めて高いので，中部電力㈱
にとって，カタールからのガス輸出がどうな
るかが大きな問題となります。
　中東危機というのは，「千年に一度の津波」

よりは遥かに頻繁に起こる可能性があります。
日本は，これに対して準備をしておく必要が
あるのですが，残念ながら，想定外の状態にあ
ります。経済産業大臣が，電気事業法に基づく
供給命令をかけて浜岡原発を再稼働すること
は可能なのですが，「そんなことを考えるだけ
でも恐ろしい」ということで，官邸も経産省も
考えたくないわけです。考えたくないというの
は，想定外を作っていることですから，残念な
がら「日本のホルムズ危機に対する対応は全
くできていない」と考えるべきです。私自身
は，「いったい我々は 3.11 で何を勉強したのだ
ろう？」という疑問を持っています。

トランプ大統領の不確実性と中東危機

　図７は，G8ラクイラ・サミット（2009 年７月）
の様子です。当時まだロシアはメンバーで，オ
バマ大統領が最初に参加したサミットでした。
　私も IEA事務局長として，アフリカ首脳と
のランチに参加しましたが，私の隣に座った
のがリビアのカダフィ大佐でした。カダフィ
は，そのランチで「実は，アメリカとイギリ
スから頼まれて北朝鮮に電話して，俺も（核
開発を）止めたから君も止めたらと言ったん
だ。ところが，金正日は言うことを聞かなった」
と言ったのです。

図７　2009 年のG8ラクイラ・サミットに参加した各国首脳
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　この話を，カダフィと親しかった西ケ廣・
前リビア大使にお話しましたら，「カダフィは，
アメリカは自分を殺しに来ないと思っていた。
何故なら，アメリカから言われて北朝鮮へも
働きかけたし，自分も核開発を止め，汚職撲
滅キャンペーンもやったからだ」と西ケ廣さ
んは言っていました。ところが，カダフィは，
アメリカも参戦した，「アラブの春」に触発さ
れたリビア危機で殺されました。これが北朝
鮮に大変なメッセージを送ってしまいました。
最近，金正恩は，「絶対に俺はフセインとカダ
フィの二の舞にはならない」と言い，核兵器
開発に邁進しています。中東の危機が東アジ
アにも伝播しているわけです。
　アメリカがリビア危機に参戦する時，オバ
マ大統領が北朝鮮のことも考えて議論したと
いう痕跡はありません。やはり，オバマ大統
領の失敗は「アラブの春」のインパクトにつ
いて十分なアセスメントをしなかったことで
す。今，イランとサウジアラビアの仲が非常
に悪くなり，カタールを巻き込んで大きな喧
嘩をしています。
　もし，トランプ大統領が「オバマ政権のレ
ガシーをみんな潰す」という政策の下にイラ
ン核合意を潰し，イランが「もう一度，核兵
器を作る」と言った時には，世界は，また元
に戻ってしまいます。イランとサウジアラビ
アの関係は相当おかしくなるでしょうし，サ
ウジアラビアも「核を作ろう」と言うに決まっ

ていますので，中東危機が起こります。ペル
シャ湾を巡る状況は，一触即発状態です。
　また，トランプ大統領がイラン核合意を潰
すことは，北朝鮮に対して「アメリカと対話
するなんて最初からナンセンスだ。何をやっ
ても無駄だ」というメッセージを送ることに
なり，日本の地政学的リスクを高めることに
もなります。

世界のエネルギー予測

ガスの黄金時代，

低炭素エネルギー時代の到来

　IEA のWEO2016 によりますと，図８に示
しますように，今後 2040 年にかけて，石炭，
石油の伸びが鈍る一方で，ガスが伸びて「ガ
スの黄金時代」がやって来ます。それから「低
炭素エネルギーの時代」も来ますし，原子力
もそれなりに伸びていく。途上国，中国を代
表する新興国では，再生可能エネルギーが伸
びていきます。

LNG貿易が牽引する「第二の革命」

　ガスでは，液化天然ガス（LNG）の貿易が
伸びて，色々な国が供給元になっていきます。

図８　世界の一次エネルギー需要の変化（実績と予測）

（出所：WEO2016）
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ヨーロッパ，東アフリカ，米国，カナダ，ロ
シアも LNGを輸出するようになっていくこと
は，日本にとって非常に結構なことです。そ
して，「LNGがパイプラインに取って代わる」
と言うのが IEAの最近のメッセージで， IEA
は，これを「シェール革命」に次ぐ「第二の
革命」と呼んでいます。「第二の革命」では，
LNGによってガスの貿易が石油貿易のように
商品化し，長期契約ではなく，スポット契約
が動きやすい世界になってくるというのです。
　経済産業省の「LNG産消会議」では，「仕向
地規制を止めろ」と昔から言われてきました。
仕向地規制とは，長期契約の中で，どこそこの
買い先（供給元）から日本（荷揚げ場所）に持っ
てこなければいけないと決めてしまう契約で
す。LNGを出す方にとっては競争を減らすた
めに，買う方にとっては安定供給のために良い
契約なのですが，そうすると「市場ができにく
いので止めてしまえ」と経産省も強く指導して
来ました。そのお陰もあって，ガスは「第二の
革命」の中で商品化していきます。

海上輸送で高まる安全保障上のリスクと

中国の「一帯一路戦略」

　ただ，LNG 貿易が非常に多くなりますと，
シーレーンを通って大量に運ばれることから
安全保障上のリスクがあります。図９は，南
シナ海，東シナ海のどこに LNGの液化基地と
LNGをガスに戻す受入基地があるかを示して
います。海上からのリスクに晒されているこ
とがよく分かると思います。
　こういう状況で，「ガス輸入は，海上輸送よ
りパイプラインで」と言うのが中国の戦略で
す。既に，国内では西から東へのパイプライ
ンが完成し，トルクメニスタンから持ってき
ます。また，ミャンマーからの石油・ガスの
パイプラインでは，ミャンマーで荷揚げされ
た中東からのガスが雲南省まで来ています。
それから，ロシアともガス輸入契約を結んで
います。具体的にいつから，いくらで買うの
か明確ではありませんが，パイプライン建設
は進んでいます。中国自身は，「ガスはパイプ

図９　アジア太平洋地域の LNG液化基地と受入基地

（出所：IEA, GAS Medium-Term Market Report 2016）
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ラインで買った方が安全」と考えていて，今
でも輸入の半分以上がパイプラインによるも
のです。これが，中国の多様化戦略で，「エネ
ルギーの一帯一路戦略」だと思います。
　ただ，石油の 40 数％がホルムズ海峡を， 
80％がマラッカ海峡を通って来るわけですか
ら，中国が「海の一帯一路」で，南シナ海や
マラッカ辺りに進出して来ることは，アメリ
カにとっても由々しき問題です。
　今，笹川平和財団では，アメリカ，インド，
オーストラリア，日本で，インドパシフィッ
クオーシャンにおける海洋セキュリティーに
ついて議論していますが，アメリカは，中国
のエネルギー戦略，特に，ガス戦略を注視し
ています。

ヨーロッパ，ロシアの多様化戦略

　ロシアのガスに依存しているヨーロッパは，
ロシア依存を高めたくないので，多様化戦略
を採って，色々な場所に LNG基地を造ったり，
アフリカから買って来たりしています。
　逆にロシアは，ガスの売り先があまりにヨー
ロッパに依存してきたので，中国や日本にも
売ろうとしています。ヤマルという LNG基地
ができ，そこから北極海経由で LNGを輸出し
ようとしています。先日，私もフランスの石
油大資本トタル社の国際アドバイザーとして，

そのための砕氷型タンカーの命名式に出席し
てきました。船は，トタル社のクリストフ・デ・
マルジェリ社長の名前を取って「クリストフ・
デ・マルジェリ号」と命名されました。彼は「ヤ
マル LNGプロジェクト」の成功のため一所懸
命ロシアと交渉していたのですが，その途中，
モスクワの飛行機事故で亡くなりました。
　プーチン大統領は，彼がプロジェクトに大
いに貢献してくれたということで，彼の名前
を付けた巨大な砕氷型タンカーの竣工に当た
り，大変感激的なスピーチをしました。プー
チン大統領が，何故ここまで「ヤマル LNGプ
ロジェクト」に入れ込むかというと，北極海
に向けた道が開けたからです。同型の砕氷タ
ンカーを 15 隻も造るそうですが，それが北極
海を動いていきます。これは，ガスの多様化
とともに考えられているロシアの地政学的な
戦略です。従って，日本も LNGだけでなく，
サハリンからパイプラインでガスを買って来
るということを，日露関係が変わっていく中
で考えたらいいのではないかと思います。

パイプライン網整備で取り残される日本

　ASEAN も既に「広域ASEAN 天然ガスパ
イプライン網」を始め，沢山のパイプライン
網を持っています。
　日本でも昔，平田賢・芝浦工業大学教授が「北

図 10　北東アジアガスパイプライン構想（2013 年９月現在）

（出所：第 13 回 NAGPF会議資料 , 2013 年９月）
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東アジアガスパイプライン構想」という素晴ら
しい提案をされました。それが実現したのは全
部中国国内です。私も 2013 年９月に中国で開
かれた，北東アジアガスパイプラインフォーラ
ム（NAGPF）の国際会議に呼ばれて行ったの
ですが，中国の出席者から「平田先生に足は向
けて寝られません。彼が言った通り我々がパイ
プライン網を造りました」と言われました。
　残念ながら，日本は，国内のパイプライン
網も，海外と繋がるパイプライン網も全く無
く，取り残されているというのが実態です。

電化が進む中でのエネルギー安全保障

　今後の世界は，電気を使っていく時代にな
るでしょう。従って，電力をどう上手く使う
かがエネルギー戦略の要になってきます。そ
うしますと，隣国と送電線を繋いで大きな連
携網を作り，相互に融通するという戦略が非
常に合理的な戦略になります。それを示して
いるのが図 11です。上からエネルギー自給
率の高い順に並んでいます。上位に輸出国が
並び，下位の自給率が低い国が原子力によっ
て補完していることがよく分かります。
　ヨーロッパ 28 カ国は，化石燃料，自然エ

ネルギー，原子力のバランスを各国でうまく
取って，平均で自給率約５割になっています。
これこそ「集団的エネルギー安全保障」と言
えるのではないかと思います。集団的なエネ
ルギー安全保障とともに，隣国と繋がってい
ると，ドイツのように自国では原発を止めて，
再生可能エネルギーを使えるように大きな出
力変動を取り除けるほど大きな市場を作ると
いう「持続可能な戦略」も採れます。エネルギー
安全保障戦略と「持続可能な戦略」が相互に
リンクしていることがよく分かります。さら
に，中東北アフリカとヨーロッパの電力系統
を繋ぐ「デザーテック構想」もあります。
　ASEAN諸国でも系統連系の話があります
し，日本でも孫正義氏が「アジアスーパーグ
リット構想」を出しています。中国は，「グロー
バルエネルギーインターコネクション（GEI）」
というアイデアを，ロシアは「日露パワーブ
リッジ」というアイデアを持っています。さ
らに，プーチン大統領は，日本，韓国，中国，
ロシアの系統を環状に連系する「アジアスー
パーリング構想」への支持も表明しています。
　実は， IEAは，「日本は国内でもっと系統連
系をしないと危ない」と言ってきたのですが，
電源周波数が東西で 50Hz と 60Hz に分かれて

－ 26 －

図 11　自給率とエネルギーミックス（2013 年）

（出所：Energy Data Center, IEA）
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いるために，福島事故の直後，電力を西から
持ってこられなくて停電を起こしてしまいま
した。この課題は，昔からあります。
　東西の電源周波数を統一しないと再生可能
エネルギー導入も進みません。それは東京電力
㈱の再生とも絡んでいます。私は，東京電力は
唯一の送電会社になって，原発は関西電力㈱に
売り払った方がいいのではないかという記事
を日本経済新聞（2016年 10月 28日「私見卓見」）
に寄稿したことがあります。既に，東京電力の
火力部門は，中部電力と一緒に㈱ JERAとし
て独立させていますので，いずれ東京電力が送
電会社として独立すれば，株価が上がり国に借
金を返せます。送電会社として，必要な料金を
それぞれの発電会社に掛ければいいわけです
から，再生可能エネルギーも平等に扱えて，そ
の収益で福島を補填することもできます。これ
が，電力市場と上手くリンクした，非常に理に
かなったエネルギー戦略だと思っています。

地球温暖化対策とエネルギー技術

2060年ネットゼロエミッションのための技術

　世界の二酸化炭素（CO2）の排出は，2014
年から 2016 年まで，約 32 ギガトンで横ばい

ですが，今後もそれが続くのでしょうか。 
　IEAの「２℃シナリオ」（2DS）をやるには，
特に，再生可能エネルギーと省エネが重要です。
さらに，IEAは最近，2060年にカーボンニュー
トラル（ネットゼロエミッション）を実現する
「２℃超シナリオ」（B2DS）を提案しています。
図12に示すように，その実現には 2DS以上の
削減が必要となりますが，IEAの『エネルギー
技術見通し 2017年版』（ETP2017）によります
と，B2DSで非常に重要になってくるのが二酸
化炭素回収貯留（CCS）です。
　今，どういうエネルギー技術が伸びている
かと言うと，去年までは，太陽光，陸上風力，
それから電気自動車（EV）でした。今年は電
力貯蔵が注目を集めています。これが初めて
「クリーンテクノロジー」として ETP で取り
上げられ，いよいよブレークするようになっ
てきた，と IEA が言ったのが大変注目され
ます。昨日，一昨日と都内で開かれた ICEF
（Innovation for Cool Earth Forum）でも，エ
ネルギー貯蔵の分科会に大変多くのお客さん
が来ていました。
　ETPは，再生可能エネルギーの増加，特に，
太陽光と風力の増加が著しいのですが，図 13
に示すように，それだけでは 2DS 実現には足
りないと言っています。また，再生可能エネ
ルギーの活用には，地域分散型のシステム思
考が必要だとも言っています。
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図 12　B2DS実現に 2060 年までのエネルギー技術毎のCO2 削減量

（出所：ETP2017 を基に作成）
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　それから，電力貯蔵は2014年の 1.5 ギガワッ
トから 2016 年には 3.4GWへと大きく伸びて
いて希望が持てますが，2025 年でも揚水発
電が電力貯蔵の 10 倍以上の 200GWとはるか
に大きいと認識しています。今，電力を貯蔵
するバッテリーのコストが最近大きく下がっ

てきていますから，これが続けば，2DS も
B2DS も夢ではないと IEAは言っています。
　次は CCS です。今，30 メガトン規模で実
験が行われていますが，これでは全く足りず，
今の 100 倍位までいかないと意味のある量に
ならない，と IEAは言っています。

－ 28 －

図 13　2DS実現には不十分な再生可能エネルギー

図 14　コスト低下が著しい電力貯蔵

（出所：ETP2017）

図 15　現状の 100倍規模が求められるCCS

（出所：ETP2017）
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　それから，EVの普及が進み，2016 年に 200
万台に達しましたが，B2DSでは 2030 年に 100
倍の２億台にしないといけません。
　そのためには「EV革命」が必要で，ゼロ
エミッション地域指定や内燃機関エンジンの
販売禁止等の強力な規制が必要です。最近，
フランス政府もイギリス政府もゼロエミッ
ション地域指定を明らかにしました。中国も
インドも追随すると言われています。そういっ
た形で，いよいよ『エネルギー技術見通し』
が言っている「EV革命」が起こりそうです。
アメリカでも，ライドシェア（相乗り）サー
ビスの普及などと一緒になって運輸部門で大
きな変化が起こる可能性があると思います。

水素の対日輸出を模索するサウジアラムコ

　このまま行くと，石炭だけでなく石油の需
要もピークアウトするのではないかとサウジ
アラビア国営石油（サウジアラムコ）が心配
しています。
　先日，東京でサウジアラムコと（一財）
JPCC国際石油ガス協力機関との共催で“The 
Global Perspective of Hydrogen Economy”
というシンポジウムがありました。サウジア
ラムコと日本の石油業界が研究テーマに水素
を取り上げたわけです。サウジアラムコは，
石油から水素だけを取り出して CO2 を地下に
埋めれば，その水素はクリーンなエネルギー
源になりますから，それを輸出することが，
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サウジアラムコの生き残り戦略の１つになる
と考えているわけです。
　シンポジウムでは，千代田化工建設㈱の有機
ケミカルハイドライド法で水素をサウジアラ
ビアから持ってくるか，川崎重工業㈱の冷凍サ
イクルを使って液化水素にして持ってくるか，
それとも住友化学㈱の提案のように水素をア
ンモニアにして持ってくるか。どれがベストな
輸送方法かを議論していました。サウジアラム
コが石油需要のピークアウトを真剣に心配し
ているということに，私も大変驚きました。

持続可能性と原子力の役割

IEAによると原発の大量建設が必要な日本

　今後，原子力にはどういう役割があるので
しょうか。図 16は，IEA が出した日本の発
電電力量構成の実績と予測です。今後，再稼
働が進んで，2040 年で約２割まで回復するの
ではないかと言っています。これは，日本政
府の予想と基本的に変わりません。
　ただ，2DS を実現するには，2050 年には再
生可能エネルギーが約７割を，そして 17％を
占める化石燃料のほとんどはCCS 付きで，原
子力は 16％でないといけません。今，原子力
の割合は 11％ですから，これを 2050 年まで
に 16％にするには，毎年 20GWずつ増やさな

図 16　現状の 100倍規模が求められるCCS

（出所：WEO2014）

第 40 巻 第４号（2018）



いといけません。つまり，巨大な原発を毎年
20基建てていかなければいけません。ですが，
スリーマイルアイランド事故，チェリノブイ
リ事故，そして福島事故の後で，これは相当
難しいでしょう。
　そうなると，2DS を実現するための原子力
については，違ったパラダイムを考えた方が
いいというのが私の持論です。

開発が進む統合型高速炉（IFR）

　原子力に対する信頼の回復は，廃炉の問題，
使用済燃料の問題，そして安全の問題につい
ての国民の懸念に答えないとできないと思い
ます。そこで，私は，むしろ早く，小型の第
４世代炉に進んだ方が良いと思っています。
高速炉開発はロシアや中国，インドが非常に
リードしていますので，このまま行くと，技
術的なヘゲモニー（覇権）が向うにいってし
まうのではないかと心配です。
　アメリカでは色々なベンチャー企業が第
４世代炉を開発しています。有名なのが
NuScale 社で，軽水炉の小型モジュラー炉
（SMR）の開発をしています。私が着目する
のは，GEHitachi 社の PRISMという統合型高
速炉（IFR）です。IFRは，ロバート・ストー
ン監督の映画『パンドラの約束』（2013 年）
の中に出て来たので有名になりました。　

　図 17は，今もアメリカ・アイダホ州のア
ルゴンヌ国立研究所にある IFR （EBR-II）の
模式図です。金属燃料を使うという点で，日
本の高速増殖炉「もんじゅ」とは異なります。
また，六ケ所村再処理施設のような湿式では
なく，電解型乾式再処理施設（パイロプロセ
シング）が隣接し，炉と再処理施設がワンパッ
ケージになっていると言うのがEBR-II の特徴
です。私も見に行って来ました。IFRプロジェ
クトが 1994 年に中止となったため，EBR-II
の炉は廃炉になっていますが，再処理施設は
まだ稼働していました。

IFR のメリット

　このシステムには，色々なメリットがある
と言われています。①非常に有効な廃棄物処
理が提供できる，②コストが安い，③核拡散
性が低い，④安全性が高い，とかです。
　安全性では，1986 年に，福島第一原発と同
じような全電源喪失の実験をやって，人の手
を借りずに無事に炉が止まったという実績が
あります。こういう実験をして，無事に止ま
ることを国民に見せることは，国民の安心感
を高める手段になると思います。
　コストの面では，乾式は施設が簡単になる
ため，湿式よりも非常に安いということです。
全体で六ケ所村再処理施設の５分の１で済む
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図 17　米アルゴンヌ国立研究所の統合型高速炉EBR-II の模式図

（出所：Dr.Yoon Il Chang, Argonne National Laboratory ）
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と言われています。もう１つの大きな特徴は，
この炉から出て来る高レベル放射性廃棄物の
毒性が落ちるまでの期間です。使用済み燃料だ
と 30万年。そこからプルトニウムを取り出す
と 9000 年。ここで，マイナーアクチナイドも
一緒に燃やしてしまえば，廃棄物の毒性が落ち
るまでの期間は，天然ウラン並みの 300年にな
ります。30万年ではなく 300 年保管するとい
うことなら，地層処分の場所も割と見つけやす
いのではないか，という議論があります。
　図 18は，GE Hitachi 社が設計した商業型
小型モジュラー高速炉 S-PRISM の模式図で
す。PRISM は，EBR-II の後継にと意図され
ていましたが，未だに造られていません。こ
れを早く造るべきではないかと思います。

国防上も必要と考えられる原子力技術の維持

　アメリカでは，潜水艦用の軽水炉が非常に
上手くいってしまったために，高速炉が使わ
れなくなりました。しかし，日本が原子力を
このままいって全部止めて本当に良いのか，
と言う議論があります。ジョセフ・ナイ教授，
リチャード・アーミテージ氏といった非常に

親日的な人達が『第３次アーミテージ・レポー
ト』（2012 年）で，「原子力を止めると，日本
は二流国になる」と脅かしています。もちろん，
武器を持つつもりは無いにしても，原子力を
止めると，やはり隣の国から軽蔑され侮られ
ますので，そうならないように原子力技術を
維持することが，国防上，安全保障上必要だ
という議論をしなければいけないのではない
か，と感じているところです。
　したがって，今の北朝鮮情勢，東シナ海や
太平洋での中国の動向を考えると，日本が原
子力潜水艦を持つというのは，１つのオプショ
ンとして充分在り得るのではないか。海上自
衛隊，アメリカ海軍は，このオプションを歓
迎します。こういう議論もしていかないと，
原子力の将来についての議論もできないかも
しれない，というのが私の感じているところ
です。皆さんがどう思われるか，中々悩まし
いところではありますが。
　韓国は IFR に非常に熱心です。既に，米韓
原子力協定の中で，2028 年のプロトタイプ炉
建設・運転開始を目指して，大勢の韓国人が
アルゴンヌ国立研究所で研究を進めています。

図 18　GEHitachi の S-PRISMの模式図

（出所：GE Hitachi）
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デブリ処理のための IFR と乾式再処理施設

　IFRには，炉心で溶け落ちた核燃料（デブリ）
の処理に使えるという非常に大きな特徴があ
ります。乾式再処理ですと，電気分解で溶け
たコンクリートやステンレス，鉄，色々な物
を上手く分離して，プルトニウムとマイナー
アクチノイドを取り出して燃やせます。それ
以外は，高レベル放射性廃棄物として捨てる。
こうした方がいいのではないでしょうか。
　取り出したデブリを福島県外に持ち出すの
は殆んど不可能でしょう。取り出して 30 万年
保管する場所を探すのか，燃やして容量を小
さくし，300 年のゴミに替えて保管するのか，
どちらを選ぶかと考えれば，答えは明らかで
す。では，IFR をやれば一体どのぐらいの時
間が掛かるか。25 年くらいで，デブリの中の
超ウラン元素（TRU）を３分の２くらいまで
減らせます。さらに燃やし続ければ，もっと
減らすことができます。
　いくら掛かるかというと，炉が 1000 億円，
再処理施設が 1000 ～ 2000 億円。合計で 2000
～ 3000 億円。発電もできますが，「デブリ処
理のための小型高速炉と乾式再処理施設」と
いう提案をしているわけです。そんなに高い
買い物ではないと思います。

おわりに

福島事故を乗り越えるために

　デブリ処理のために IFR の建設・運転がで
きるかどうかは，ひとえに，福島の人達がや
らせてくれるかどうかに掛かっています。
　私がある所で上の提案をしたところ，ある
身体障害者の女性からメールを頂きました。
彼女は，福島にいて，子供の頃，街に原発が
きたのを大変喜んだそうです。ところが，事
故の後は，うつうつとして，それまでのキャッ

チコピー「うつくしま，ふくしま」が無くなっ
てしまったと言って泣いていた。ところが，
私の話を聞いて，「これをやれば，科学技術に
尽すという意味で「つくすしま，ふくしま」
になれる」と書かれていました。私は，ビッ
クリすると同時に大変感激しまして，「これを
是非キャッチコピーで使わせて下さい」とお
願いしています。こういう方が， 10 人，100
人と出てくれば，デブリをそのまま置いてお
くより遥かに合理的なので，今私が提案した
ことは可能ではないか，やってみたらいいの
ではないかと思います。
　長崎への原爆投下の日，爆心地から 700 メー
トルにある長崎医科大学（現・長崎大学医学部）
で被ばくした永井隆教授（当時）が，やはり
原爆の後に，「原子力の利用というのは文明の
進化のために必要だ。それが長崎の原爆の災
害を転じて福となす方法ではないか。そうす
れば，多数の犠牲者の霊もまた慰められるで
あろう」と言ったという話があります。
　福島事故で，日本は原子力だけでなく技術
全般に対する世界の信頼を失ってしまいまし
た。相当思い切ったことをして事故を乗り越
えてみせないと，その回復はできないと考え
ます。IFRを使って，福島でデブリ処理をやっ
て見せて，これが他の県でも使えるとなると
そこへも出ていくチャンスがあります。
　IFRをそれぞれの原発サイトに建てて，「原
子力のゴミの焼却炉型原子炉」いう売り方で
いけば，「持続可能な原子力」というのも，あ
ながち不可能ではないのではないか，それが
「福島の禍を転じて福となす」道ではないか，
ということでお話をさせて頂きました。
　今日は，ご清聴，大変ありがとうございま
した。（拍手）
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はじめに

　本日のテーマはエネルギーですが，まず，エ
ネルギーを抱え込む社会そのものの話，次に，
私も策定に携わった「第５期科学技術基本計
画」の中で，総合科学技術・イノベーション会
議が概念化を進めている「Society 5.0」の話を
し，最後に，「Society 5.0」におけるエネルギー
の位置づけについて話したいと思います。

加速し増幅する変動

「第５期科学技術基本計画」策定時の共通認識

～大変革時代～

　政策の場にいると，少し先読みしながら今
日どういうアクション取るか決めなければい
けません。20 年前，30 年前の日本であればア
メリカの後追い的な状況にあって，将来が見
通せたのでしょうが，今はまったくそうでは
ありません。私は，「第５期科学技術基本計画」
（2016 年～ 2020 年）の策定に携わりましたが，
計画がスタートする前年の 2015 年に，どうい
う形で５年計画を作ったらいいか内部で相当
議論しました。「確実に言えることは，今が大
変革時代でどう変わるか先の見通しがつかな
い」というのが，その時の共通認識でした。

［講演］

「Society 5.0」における未来社会像とエネルギー

原山　優子 内閣府 総合科学技術・イノベーション
会議　議員

　一年くらいかけて計画を作ったのですが，
その共通認識に間違いはなかったと言うか，
2016 年になると，想定以上に大変革の波が日
本だけでなく世界中に押し寄せました。単に
技術動向だけの大変革ではなく，地政学的な
大変革でもありました。どこの国でも政権が
変わると，政策の方向転換があり得ます。そ
の大変革の波は今も続いていて，不確実性が
高まっていると思います。
　2017 年は，その大変革の延長線にありなが
ら，さらに輪をかけて，安全保障まで不確実
になって来ています。この中で我々はどうい
う社会を作っていくか。不確実性を減らすた
めに，また，より良い未来社会像を作るために，
どう備えるかということが問われていると思
います。

進化するイノベーション

［広がり］
　今，毎日のように人工知能（AI）とか「モ
ノのインターネット」（IoT），ビッグデータ
といった話が，あちこちで飛び交っています。
技術が変わり，その技術を使う人が変わって
いくっていうより，もっと大きな文脈での変
動，社会的価値観そのものも変わりつつある
のではないかというのが，今日の皆さんも持
たれている認識だと思います。これまでは，
既存の価値を守っていくだけで良かったのか
も知れませんが，今，価値観そのものも再構
築していくことが問われていると思います。
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その中には，限られた資源をいかに効果的に
使って次の世代につないでいくこと，また，
地球そのものも持続可能なものにしていくこ
とが，我々の大きな責務だと思っています。
それを可能にする価値観，生活感，行動原理
が求められています。
　では，そのために我々はどういうボタンを
押すことができるか。一言で言えば，イノベー
ションです。ただ，イノベーションというボ
タンを押せば何かが解決できる，ということ
ではありません。これまでの延長線だけでは
なく，新たな発想で，様々な仕掛けをしてい
くことが求められています。そのためのイノ
ベーションと捉えて下さい。
　そのイノベーションですが，これまでは，
変革者（イノベーター）や起業家（アントレ
プレナー）がアクション（行動）を起こし，
新しいものが出て来て世の中が変わっていく
という形でした。それが進化し，今は，個人
ではなくチームが，ネットワーク型，分散型
で協調してアクションを起こし，変化が広がっ
ていく形になっています。
　また，イノベーションは，これまで経済成
長に結びついて「経済的付加価値」として着
目されていたところがありました。10 年ぐら
い前から「それだけなのか」という考え方が
出てきました。新しい技術を導入することで
地球規模の問題が起きてきたのですが，それ
を逆手にとり，新しい技術で地球規模の課題
を乗り越えることもできるだろう。「新しい
技術をよりサステナブルな社会のために」と
いう発想が出て来たのです。それが国連主導
の「持続的な開発目標」（SDGs：Sustainable 
Development Goals）にもつながると思いま
す。SDGs は，途上国向けだった開発目標を
地球規模でやっていこうという動きです。多
分，イノベーションなしでは難しいものだと
思われます。

［科学技術イノベーションの新機軸］
　もう１つ，進化しているのは「科学技術イ

ノベーション」です。昨今，科学そのものの
進化のスピードも速くなっていて新機軸が出
て来ています。今，瞬時に情報共有ができる
状況があります。これまでは入手困難だった
様々なデータを共有できるようになると，新
しいアプローチで，新しいな知識を作ること
が可能になります。これが「オープン・サイ
エンス」です。それに参画するのも科学者に
限ったわけではなく，一般の人たちもデータ
を集めたり意見を出したりして関係を持つよ
うになっています。これが「シチズン・サイ
エンス」です。「オープン・サイエンス」も「シ
チズン・サイエンス」も，かなり「第４次産
業革命」や IoT といった技術とつながるとこ
ろがあります。中でも鍵となるのは「デジタ
ル化された情報」です。これも大きな流れで，
何処まで行くか未だ分かりません。
　イノベーションの原動力として，データと
社会的要素が入り込んで来て，経済的効果と
社会的効果の両方を狙うという「ソーシャル・
イノベーション」，社会の中で様々な人達にも
恩恵が及び，様々な人達が貢献できるような
「インクルーシブ・イノベーション」という考
え方も出て来ています。この２つのイノベー
ションは，どちらかと言うと，開発途上国に
当てはまると思われがちなのですが，そうで
はありません。例えば，多くの先進国では国
内で格差が広がっています。格差是正の政策
ツールとして，政府による富の再配分だけで
は不十分で，本質的な解には至りません。本
質的に格差を解消するには，やはり政策ツー
ルを強化することが必須で，その中にイノベー
ションがあるという発想があります。浸透の
度合いは国によって違いますが，そういう新
基軸が出て来ています。

［経済活動＆構造の変化］
　その中で，経済活動や構造変化は，日本にも
押し寄せて来ています。様々な新しい形の経済
（データ駆動経済，インターネット経済，オン
デマンド経済，シェア経済，プラットフォーム
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経済など）が出て来ています。旧来型の経済で
は，モノやサービスを作る人，それを売る人，
それを買う人がいました。新しい形の経済で
は，作る人も複雑系となり，専門家もいれば，
たまたま今日だけ作る側に回る人もいます。し
かもその活動は，国境内のある地域に限定され
ているものではなく，国境を気にしないという
世界観も出て来ています。

政策ツールとしてのイノベーション

　劇的な変革の流れと同時に仕掛け方もどん
どん変わっています。そういった変化の中で，
科学技術イノベーション政策を策定しなけれ
ばいけませんでした。科学技術イノベーション
は，経済成長に貢献するだけでなく，社会的ま
たは地球規模の課題への解にもなります。地球
規模の課題というのは，１つの国が環境を汚染
した時には他の国にも影響がある，他の国が
何かした時には日本にも影響が出てくるとい
う「相互乗り入れ」の形をしています。ですか
ら，その課題は一緒に解決しなければいけませ
ん。その時に，日本がリーダーシップを取りた
いし，取ってほしいと言う期待感が強くありま
す。日本が世界に貢献する中で，日本の産業競
争力も強化しなければいけません。
　また，よほど小さな国でない限り，国内でも
地域格差が存在します。大概の場合，都市型の
産業がある首都圏とそれ以外との地域との間
で格差が広がっていきますから，地域発展のた
めに政策的に対応しないといけません。さら
に，未来志向の社会変革を起こす時，政府が勝
手に社会像を決めるのではなく，様々な人たち
が発言でき，価値観を共有しながら進む国にし
たいという発想があります。その先にくるのが
「Society 5.0」という話になります。
　これまで経済政策には金融政策，財政政策
といった政策ツールがありましたが，今や，
それだけではカバーできなくなっています。
そこで，科学技術イノベーション政策が，公
共政策，経済政策のツールとして主流化して

いるというのが現状です。経済協力開発機構
（OECD）のレポートを見ると，日本だけでな
く，ほとんどの先進国が同じようなことをし
ています。そこで難しいのが，いかにこれら
の政策を互いに強化し合う形で絡めていくの
か，ということです。それが非常に難しくて，
毎日悪戦苦闘しているところです。
　政策というのは「呼び水」であって，現場
の人たちが行動しやすい環境に持っていかな
ければいけません。ベンチャー企業の方々に，
「政府に何をして欲しいか」と訊ねますと，「口
を出さないでいるのが一番いい」とおっしゃ
います。ですから，政府は，これまでのやり
方と違うやり方をしなければいけないと認識
しています。

第５期科学技術基本計画

計画の基本コンセプト

［大変革に備える］
　「大変革に備えることが大きな鍵である」と
いう認識でいますが，ではどうやって大変革
に備えるか。まず，基盤的な力として，知識
力の強い方が備えとして良いだろうと考えま
した。中でも「人の力」が大切です。デジタ
ル社会ということで，「データ・サイエンティ
ストが必要だ」という議論があります。そう
いう議論を各国の政策担当者たちしていると，
「そもそもAI を上手く使いこなす人間力は何
か。やはり人間の基盤的な力だろう」となり
ます。人間の「基盤的な力」というのは，人
間の創造性やロジックの組み立て，他の人と
の関係性，組織力などです。その力をよほど
鍛えておかないと，逆にAI に使われてしま
うのではないかという心配があります。そう
いう意味で「基盤的な力」が，かなり核心的
な部分になると思っています。
　それと同時に，先が読めない時には，様々な
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ことを試みなければいけません。そうなると，
社会実験が必要です。その実験もするだけでは
価値がないので，そこから学習して次のステッ
プに行く道を付けなければいけません。
　また，これからは，これまでの延長線では
ない発想が価値を生み出していくだろう。こ
れは，計画的にできるものではありませんか
ら，今は光っていなくても数年後には光るか
も知れないというものを潰さない。できれば，
組織間の枠，分野の枠，機関の枠，考え方の枠，
性別の枠などに捕らわれることなく，創造性
を尊ぶという流れを作らなければいけません。
やはり，「異に対する社会的受容」が鍵になる
と認識しています。

［Society 5.0］
　そこで出て来た発想が「Society 5.0」です。
どういう状況を想定しているかと言うと，第一
に，科学技術やイノベーションをフル活用す
る社会である。その中でも，技術のための技術
ではなく，人の生活が豊かになり，人との関係
性がスムーズになり，新しい発想が出て来るよ
うな社会である。人が中核となる。そこでは，
１つのグループがリーダーシップをとって，後
の人たちは付いてくれば良いというのではな
く，全員参加型が望ましいのではなかろうかと
いう話です。それを可能にするのは，日本の将
来，地球の将来がどうあるべきか議論した上
で，良くなる可能性があるという共通の価値観
を持って進んでいくことだと思っています。

［具体策］
　具体的には，変革者（ゲーム・チェンジャー）
を発掘することがあります。これまでの経験
からすると，「変革者を望む」と言って手を挙
げると潰されてきました。だから，手を挙げ
る人が少ないという感じです。ですから，そ
れを意識的に発掘しなければいけないという
考え方でいます。
　アプローチでは，「システム・オブ・システ
ムズ」という発想への転換が求められます。日

本は，システム化することが得意だと思うので
すが，これからは，「システム・オブ・システ
ムズ」の発想がこれまで以上に重要になって
くるという話です。それから自分の守備範囲だ
けではなく，全体図を見たうえで，どういう
ふうに要素をつないでいくかという，バリュー
チェーンの発想も求められます。具体的なプロ
ジェクトを推進しないと，実感できないし，世
の中も変わらないと言うことで，具体的なプロ
ジェクトをしようという話が出ています。
　それと同時に，色々な分野に応用できる共
通基盤となる技術を磨かなければいけませ
ん。イネーブリング・テクノロジー（Enabling 
Technology）という，今のところどう化ける
か分からないけれども，これから化けそうな
テクノロジーに投資します。何がイネーブリ
ング・アテクノロジーなのか，見極めるのが
かなり難しいですから，そこでは，確率論が
必要になってくると思います。

第５期科学技術基本計画の中の

「Society 5.0」

　表１が「第５期科学技術基本計画」の中身
です。特に今日お話ししたいのは「Society 5.0」
です。第２章の「未来の産業創造と社会変革
に向けた新たな価値創出の取組」のところで
「超スマート社会」として出てきます。また，
エネルギーは，第３章の「経済・社会的課題
への対応」のところで登場します。
　「Society 5.0」についての政策を議論して
いると，よく一緒に出て来るのがドイツ発の
「Industrie 4.0」です。日本の「Society 5.0」では，
「社会」を真ん中に置き，社会の中に産業が位
置づけられています。「Industrie 4.0」が初め
て提唱されたドイツで，政策を作る人達と話
していると，「Industrie 4.0」には，元々社会
が入っていて，その中での産業という考え方
だったそうです。一般に，表面に出て来た産
業にしか目がいきませんが，「Industrie 4.0」
の発想は「Society 5.0」と共有するものがあ
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るとおっしゃっています。
　「Society 1.0」から「5.0」までを図１に示し
ました。文明論的に，人間がどういう道筋を
辿って今日に到ったかを思い出しながら，数
字を付けてみました。今，情報化社会が確立
しつつありますけれども，まだまだポテンシャ
ルがたくさんあります。その次に来るのでは
ないかと仮置きするのが「5.0」です。遡れば，
人類が自然と共生しながら狩猟や採集をして
きた狩猟採集社会が「1.0」。自然への働きかけ
として農耕が始まり，集団を形成し国家を築
くようになった農耕社会が「2.0」。次に，原動
力すら人間が作り出した社会が「3.0」。エネル
ギーの話はこの時代から出て来きます。人間
は，原動力を意図的に作ることで，社会その
もの，産業構造を新しくして来ました。そし
て今，情報化により無形資産をネットワーク
で結び，多様な付加価値を生み出すようになっ
た情報社会が「4.0」です。
　次の「Society 5.0」は，4.0 で築かれた情報
社会を土台にしながら，全ての人が，年齢，

性別，地域，言語といった色々な制約を乗り
越えて，活き活きと快適に暮らせる社会。そ
の中に，ロボットやAI が当たり前に身の回
りにいるようになる。サービスは，オーダー
メイドとなり，新技術や新しい情報化でサー
ビス格差が解消され，新しいものがどんどん
出て，ゲーム・チェンジの機会も増加する社
会でしょう。また，それを目指しています。

「Society 5.0」プラットフォーム

　図２に示した「Society 5.0」プラットフォー
ムの「エネルギーバリューチェーン」の最適
化に焦点を当てて，これからの話を進めてい
きます。図２の上段には，12個の塊（システム）
が乗っていますが，全て１個で完結している
訳ではありません。実際には，互いに接点が
あったり，オーバーラップがあったり，こっ
ちが進むとあっちが衰退するとか，一緒に進
んでいくとか様々な可能性があります。12 個
の塊には，共通となる基盤技術があります。

１. 基本的考え方
２．未来の産業創造と社会変革に向けた新たな価値創出の
　　取組 ⇒ Society 5.0 （p.7）
３．経済・社会的課題への対応（p.11）
４．科学技術イノベーションの基盤的な力の強化
　　－人材力の強化
　　－知の基盤の強化
　　－資金改革の強化
５．イノベーション創出に向けた人材・知・資金の好循環シス
　　テムの構築
　　－オープンイノベーションを推進する仕組みの強化
　　－新規事業に挑戦する中小・ベンチャー企業の創出強化
６．科学技術イノベーションと社会の関係強化
７．科学技術イノベーションの推進機能の強化

表１　第５期科学技術基本計画の内容
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図１　人間の歩み
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その下の中段にはデータベースがあり，一番
下が技術的な「共通的基盤機能」があります。
　図の中で一番肝心なのは，データベースとい
う中段の層です。旧来型でも少しはあったので
すが，「Society 5.0」では，これが大きな位置を
占めると考えられます。全ての分野に入り込ん
でいるデータをいかに集め，いかに調理し，い
かに価値あるものにするかというのが，我々に
とっての大きなチャレンジとなります。

「Society 5.0」の中のエネルギー

経済・社会的な課題とエネルギー

　経済・社会的な課題として，持続的な成長

と地域社会の自律的発展があります。持続的
な成長を可能にしようとすると，その原動力
であるエネルギーの話になります。それから，
地球規模課題への対応と世界の発展への貢献
という課題では，地球規模でのエネルギー政
策に日本が関与していくべきと考えられてい
ます。具体的には，エネルギー，資源，食料
の安定的な確保です。

エネルギーバリューチェーン

　エネルギーを１つの「バリューチェーン」
として見て，話を進めます。図３に，エネルギー
バリューチェーンの最適化が示されています。
生産，流通，消費というサイクルがありますが，
このサイクルの全体を見て政策を議論する必
要があります。

季報エネルギー総合工学

図２　「Society 5.0」プラットフォーム

図３　エネルギーバリューチェーンの最適化
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　また，エネルギーバリューチェーンの背景
には，ライフサイクルアセスメント的な発想
があります。エネルギーバリューチェーンは，
日本だけで完結するものではなく，本来，地
球規模のシステムとして考えなければいけな
いという認識でいます。図３の中で，色々な
パーツに共通する技術もあるし，エネルギー
に特化した技術，システムとして回すための
要素技術もあります。それを推進していかな
ければいけないという話です。
　また，図３には，日本がどこに位置して，
海外に対する日本の貢献は何かという，グロー
バルな視点も入れなければいけません。

「総合戦略 2016」と「NESTI 2050」での

エネルギー分野

　「科学技術基本計画」を実施するために，毎
年，「科学技術イノベーション総合戦略」が作
られています。図４の「総合戦略 2016」は，
「第５期科学技術基本計画」の初年の戦略です。
エネルギーについてですが，図４には，図３
と同じ要素，同じターゲット分野が入ってい
ます。ですが，図４で意図しているのは，シ
ステム的な発想を盛り込みたいということで
す。新しい電源を開拓するだけではなく，そ
れを使う所まで持っていくシステムをどうす
るか。そして，最終的に利用者が利用しやすい，

全体として崩れないシステムをどう作るかと
いうことです。事例として，変動型再生可能
エネルギー利用システム，化石燃料の有効利
用＋ CCUS（二酸化炭素回収貯留利用）シス
テムが示されています。要素技術があり，部
分毎のシステムがあり，さらに，それをまと
めたシステムを作るということですが，これ
は非常に大変です。エネルギーシステムのネッ
トワークには，サービス層，サイバー層，物
理層がありますが，層によって行為主体も違っ
てきますし，どの層を誰が責任を持ってやる
のかという全体像の話になると，なかなか上
手くいきません。それでも，全体図を見るこ
とができるようになったことは，大きな進歩
だと思っています。
　今，エネルギー分野での全体的なシステ
ム作りは，直近の話で進めていますが，前
述の SDGs や地球規模の課題に向き合う時に
は，もっと先読みしなければいけません。多
分，日本に望まれているのは，もっと先の将
来に可能になるようものの種まきです。世界
的な要求に答えるために策定したのが，「エネ
ルギー・環境イノベーション戦略」（NESTI 
2050）です。2050 年を目標達成の目安にして
います。やはり，長期の目標については，政
府の文書として残しておくことが大事です。
それがあれば，政権が変わった時でも次の議
論のベースになると思います。「方向性を示
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図 4　｢科学技術イノベーション総合戦略 2016｣ でのエネルギーシステム
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して残す」という意味で，「NESTI 2050」は，
とても重要な文書だと思います。
　「NESTI 2050」の中では，技術開発を進め
るべき分野として，図５に示したように，省
エネルギー，畜エネルギー，創エネルギー，
CO2 固定化・有効利用があります。その分野
の中で，フォーカスすべき技術も書き込まれ
ています。システム化のコア技術としてパワー
エレクトロニクスなどのセンサーが挙げられ
ていますが，情報を資産として活用するシス
テムを盛り込んでいくかということが，実用

化の鍵になると思っています。
　図６は，エネルギーシステムのネットワー
クアーキテクチャです。真ん中の「サイバー
層」というのは，埋め込んだ情報をどうつな
げていくかという話です。サイバー層の「エ
ネルギープラットホーム」にもバリューチェー
ンがあって，「IoTサービスプラットフォーム」
があります。これは，情報をエネルギーの世
界に埋め込んで，いかに消費のこところまで
持っていくかという話です。
　そして，エネルギーシステムのネットワー

図 5　「NESTI 2050」で実用化を目指すエネルギーの有望分野

季報エネルギー総合工学

図 6　エネルギーシステムのネットワークアーキテクチャ
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ク作りでは，これまで以上に他分野の方々も
乗り入れた形でシステムを作っていかないと
いけません。しかも，これまで取り扱ってな
い物をお互い取り扱うことになります。今は，
文化も用語も違う中で「システム・オブ・シ
ステムズ」を埋め込むための「助走期間」だ
と思っています。

「システム・オブ・システムズ」に向けて

　通常，皆さんが考えられるのは，マクロレ
ベルでのエネルギーの安定供給だと思います。
例えば，変動型再生可能エネルギー利用シス
テムで，プロの方々にとって一番悩ましいの
が出力の変動です。「そんな当てにならない
ものをシステムに埋め込むと困る」というの
が当初の議論でした。今，それを乗り越えて
いくために，蓄エネルギーという要素技術の
電力システムへの埋め込みが進められていま
す。その時，埋め込んだシステムが本当に機
能するか確認するためのテストベッド（叩き
台）が必要となります。また，今は，一般消
費者がシステムの中に取り込まれてないと思
います。若い世代では，エネルギーの枯渇や
自然の話に非常に敏感な人が多くいます。彼
らの行動様式は多分，我々の世代とは違いま
す。そういう人達の生活様式にあった電力供
給の仕方もシステムの中に盛り込んでいかな
いといけません。
　また，アフリカなどで，イノベーション起こ
す時には，そもそも安定的な電気の供給が無い
所でイノベーションを起こさないといけない
ことがあります。そういう所では，非常に面白
いイノベーションが起きていて，安定的にエネ
ルギーが無くても使える道具を作るノウハウ
が蓄積されています。そういうものを日本にも
取り込むことができないかと思います。
　同時に，情報システムが浸透し，細かな所
まで逐次調整ができるようになってきます。
それを上手く取り入れるために，これまでと
は違うやり方を試す必要も出てきます。

　また，コストパフォーマンスなどの理由で，
これまで使われなかった地域熱電供給システ
ムも取り入れながら，他との組み合わせを可
能にする情報システムが埋め込まれた時には，
新たな全体システムを考えていく必要がある
と思います。

おわりに

「Society 5.0」に向けて

　最後になりますが，データの利活用がこれま
での技術開発に付加価値を与えるものとして，
スマートメーターなどが出て来ています。さら
に，新たなデータをエネルギーマネージメント
の中に埋め込み，エネルギーシステムとしての
データの利活用が考えられます。エネルギーの
需給情報とそれを組み合わせれば，新しいサー
ビスも可能になってきます。例えば，老人が孤
立して生活していたとしても，エネルギーの消
費状況を監視することで，日々の動きを捉える
ことができます。高齢者の見守りとか，お互い
の見守り，故障の探知など，これまでできな
かった様々なサービスが付加価値として生ま
れ，それを活用して，そこからの収益を配分す
ることもできるようになります。
　これからの課題は，その鍵となるデータを
いかに収集・活用・管理するかです。データ
は，垂れ流してはいけないものなので，セキュ
リティの担保が非常に重要になります。
　エネルギーシステムの中には，経済性や環
境性，公平性，快適性など，新しい社会の根
本となる部分があるようなので，日本国内で
スマートなものを作り，海外に発信しながら，
海外の良いところも取り込んでいくという在
り方を，「Society 5.0」の中で発想して頂けれ
ばありがたいと思います。
　ご清聴ありがとうございました。（拍手）
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はじめに

　私のテーマは，情報通信技術（ICT）を活
用した新たなエネルギーシステムの構築です。
　発電，貯蔵，使用などの場面で，再生可能
エネルギー（再エネ），蓄電池，電気自動車
（EV），家庭用燃料電池といった，色々なエネ
ルギー・リソースが電力ネットワークにつな
がります。
　まず，テーマの背景として電力ネットワーク
を巡る最近の動きについて，次に，私が座長を
務める「エネルギー・リソース・アグリゲーショ
ン・ビジネス・フォーラム」（ERABF）が取組む，
分散型エネルギー・リソースを束ねて価値を
生み出す新しいビジネス「アグリゲーション・
ビジネス」の話，さらに，エネルギー・リソー
スを使った実証プロジェクトの紹介，そして，
今後の展望について話したいと思います。

［講演］

ICT を活用した新たなエネルギーシステムの構築

林　泰弘
早稲田大学大学院先進理工学研究科　教授
先進グリッド技術研究所　所長
スマート社会技術融合研究機構　機構長

電力ネットワークを巡る最近の動向

進む分散型エネルギー・リソースの導入

　2011 年３月の東日本大震災までは，図 1の
上段のように，大規模施設で集中的に発電し，
遠距離にいる需要家に送電するという一方向
の電力供給システムしかありませんでした。
東日本大震災が起こり，日本が地震国である
こともあり，地理的に分散する再生可能エネ
ルギー（再エネ）というエネルギー・リソー
スの導入が進められています。
　その分散型エネルギー・リソースには，大
きく３つの型があります。①プロデューサ型
リソース，②コンシューマ型リソース，③プ
ロシューマ型リソースです。
　再エネには，太陽光や風力，バイオマスな
ど色々なリソースがあります。再エネでの発

季報エネルギー総合工学

図１　東日本大震災以降で進む分散型エネルギーリソース導入
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電から需要家までの流れは一方向で，これは
プロデューサ型リソースです。昔は，発電し
て需要家に電気を届けるという一方向の流れ
がビジネスの根本でした。
　しかし今や，太陽光パネルが需要家側の住宅
の屋根に付いて発電し，それを貯める蓄電池も
あります。場合によっては，電気自動車（EV）
も「動く蓄電池」となります。屋根の太陽光パ
ネルで作った電気は，家の中の電化製品に使う
形で自家消費できます。つまり，電気を作る
プロデューサでありながら，それを使うコン
シューマにもなるわけです。これを「プロシュー
マ」と呼びます。この場合，太陽光パネルや蓄
電池，EVなどは，プロシューマ型リソースと
なります。蓄電池や太陽光設備の価格が劇的に
下がると，もしかしたら，全ての住宅にプロ
シューマ型リソースが入り，家で消費する電力
はほとんど自分達で賄える時代が来るかも知
れません。
　さらに，住宅の太陽光パネルで作った電気
の余った分は，電力ネットワークへ戻す形で
売ることもできます。この時，電気の流れは
双方向です。とは言っても，太陽光は自然エ
ネルギーで出力が変動するので，「電力ネット
ワークへはちゃんとした繋ぎ方をしなければ
いけない」という話や「繋がない方がいい」
という話もあります。

　低炭素社会に不可欠な再エネ・省エネ導入

　2015 年 11 月に合意され，日本も 2016 年 11
月に批准した，国連気候変動条約第 21 回締約
国会議（COP21）の「パリ協定」は，非常に
大切です。
　日本は，2030 年に 2013 年比 26％の温室効
果ガス削減を約束しました。一方，３年毎に
見直す「エネルギー基本計画」は，東日本大
震災の後，舵を切りました。「第４次基本計画」
（2014 年 4 月），それを受けて見直された「長
期エネルギー需給見通し」（2015 年 7 月）では，
図２で示すように，2030 年の電力需要は，9,808
億 kWh程度となります。その電源構成は，再
エネ 19 ～ 20％，徹底した省エネが 17％。こ
の２つで約４割となり，かなり攻め込んだ計
画だと思います。特に，再エネは自然変動電
源ですから，積極的に導入するには，上手く
束ねて動かすシステムが必ず必要になってく
ると思います。

急増する太陽光発電

　見直す前，2009 年８月の「長期エネルギー
需給見通し」では，太陽光の導入目標（運転
開始量）は，2020 年度で 2,800 万 kWでした。
ところが，2015 年で既に 3,000 万 kW導入済
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図２　2030 年の電力需要と電源構成
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みです。2012 年 7 月に始まった FIT（固定価
格買取制度）が効いて急激に増えました。運
転開始を待っている認定量は 8,000 万 kWで，
FITについて国民負担の問題もあり，今，色々
な動きがあります。

ネガワット（節電電力量）取引に向けた動き

　電気は，大量には貯蔵できないので，需要
量と供給量を常に一致させ続ける，「同時同量」
とする必要があります。需給が逼迫している時
間帯に節電して需要を減らせば，追加で発電す
るのと同じ効果が得られ，需要家側からも需給
バランスを取ることができます。こうした電力
を取引するのが「ネガワット取引」です。
　発電所で発電したものは，「正」なので，ポ
ジティブのポジで「ポジワット」と言います。
節電した電力量（kWh）は，「負」なので，ネ
ガティブのネガで「ネガワット」と言われて
います。「エネルギー基本計画」（2014 年４月
閣議決定）でも，ネガワット取引の促進に向
けた環境整備の必要性が謳われています。
　特に，日本のエネルギー政策にとって大事
だったのは，2015 年 11 月の「未来投資に向
けた官民対話」で，安倍総理が「節電のイン
センティブを抜本的に高める。家庭の太陽光
発電や「モノのインターネット」（IoT）を活
用し，節電した電力量を 売買できる『ネガワッ
ト取引市場』を，2017 年までに創設をいたし

ます。そのため，来年度中に，事業者間の取
引ルールを策定し，エネルギー機器を遠隔制
御するための通信規格を整備いたします」と
発言したことです。そして，2017年にネガワッ
ト市場が創設されました。
　しかも，内閣府「日本再興戦略 2016」（2016
年６月）では，ネガワット取引を整備しながら，
2030 年度までには，先行するアメリカと同水
準（最大需要の６％）のネガワット活用を目
指すとしています。

電力システム改革

　ネガワット取引実現に向けた動きがある中
で，電力システム改革が話題になっています。
図３に示すように，2016 年には電気事業が，
発電，送配電，小売の３つに分けられ，小売
が全面自由化されました。色々な事業者が登
録制で小売事業に参入できます。電気を買う
のは，電力会社からでなくても良い。ガス会社，
石油会社，携帯会社からでも良いということ
で，誰でも自由に小売事業に参画できるよう
になり，今，1,000 社くらいが参画しています。
　電力システム改革の目的は，①安定供給の確
保，②電気料金の最大限の抑制，③需要家の選
択肢や事業者の事業機会の拡大の３つです。
　安定供給確保のため，送配電部分では一社
独占を認め，小売事業者から得る託送料金で
コストを回収するスキームで動いています。

季報エネルギー総合工学

図３　電力システム改革の工程と市場整備
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　他方，発電・送配電・小売に分かれると，
場合によっては上昇する電気料金の抑制が課
題になります。そこは，携帯料金やガス料金
を電気料金とセットにした割引サービスなど，
販売戦略がある競争領域の話だと思います。
　最後に，電気は色々なビジネスにつながる可
能性があります。人の暮らしを考えた時，需
要家が色々な所を選択できることが大事です。
電力システム改革で，電気を電力会社以外から
も買えるようになり需要家の選択肢が拡大し
ます。同時に，市場支配力を持つ大規模事象者
以外の事業機会も拡大します。これがイノベー
ションの契機にもなると思います。

ネガワット市場の類型，

わが国初の調整力公募とアグリゲーター

　ネガワット取引の形には，図４に示すよう
に３つの類型があります。小売事業者には，「同
時同量」達成のために需要管理責任がありま
す。そのための取引が「類型１」。他方，系統
運用者（地域独占の送配電事業者）が地域の
電気のコンセントの品質を安心安全に管理す
る調整力を募集するのが「類型２」です。　　
　電気は，需給バランスが崩れると周波数が
変動し大規模停電も起こり得ます。そうなら
ないよう，送配電事業者には，周波数制御と
需給バランス調整をする能力（調整力）が求

められます。
　例えば，10年に１回の寒い冬，または暑い
夏といった厳気象で需要が供給を上回ると予
想されるなら，節電のために１日のうち何時間
か送電を止めることを受け入れる約束を需要
家と交わしておいて，需給逼迫に備えるわけで
す。応札する事業者は，制御能力があることを
示して落札します。
　ネガワット市場が創設された 2017 年の前の
2016 年度，一般送配電事業者（沖縄以外の電
力会社９社）が，経済産業省のガイドライン
に沿って調整力公募を行いました。
　図５に示すように，「電源Ⅰ '」という厳気
象に備えた募集に対し，全国で約 95.8 万 kW
（総額約 36 億円）が集まりました。この公募
で，特に話題になったのは，デマンドレスポ
ンス（DR）の実証事業で知見を蓄積してきた，
電力会社ではない，アグリゲーター（需要家
に需要制御の指示を出しDR量を集める特定
卸供給事業者）が 10 件，全体の約５分の１に
当たる 21.7 万 kWを落札したことです。
　前述のように，電力システム改革の目的の
１つは，需要家の選択肢と事業者の事業機会
拡大です。2016年に実施された調整力公募が，
わが国で初めて市場を通してDR量が取引さ
れた実例です。規模としてはまだまだ小さい
ですが，こういう事実があったとことを知っ
ておいて頂ければと思います。

第 40 巻 第４号（2018）

図４　ネガワット取引の類型と進捗状況
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　2017 年度分の調整力の区分と必要量を図５
に示します。2017 年度の供給力として，最大
電力需要（H1）の 103％，最大３日平均電力
（H3）の 108％を想定しています。その中の稀
頻度リスク（厳気象）対応が「電源Ⅰ '」です。　
送配電事業者から来年度，「電気が足りないか
ら切って下さい」と言われた時，受ける側は
要請から３時間以内に電気を切って２～４時
間継続しなければいけません。最低 1,000kW
を通年，または夏（７～９月）に節電します。

アグリゲーターが創り出す

仮想発電所（バーチャル・パワープラント）　

　DRビジネスが成立しつつある中で，図６
に示すように，アグリゲーターが需要家側の

エネルギーのリソース（太陽光発電，蓄電池，
EV，エネファー厶，ネガワット等）を，IoT
を活用して統合・最適遠隔制御することで，
あたかも１つの発電所のように機能させるこ
とができます。例えば，住宅，工場，ビルの
ネガワットを束ねるリソース・アグリゲーター
がいて，さらにそういった人達を束ねる親ア
グリゲーターがいます。蓄電池だけ，空調だけ，
コンビニだけを束ねるアグリゲーターがいて
も良いと思います。
　今まで電力会社は，火力発電所などに対し
て出力（発電）や停止をお願いしていました。
火力発電所と同じような価値を生む，この仮
想発電所（VPP：バーチャル・パワープラント）
に要請できるわけです。
　特に，老朽化した火力発電所を，10 年に１

季報エネルギー総合工学

図５　2017 年度分の調整力の区分と必要量（沖縄電力を除く）

図６　バーチャル・パワー・プラント（VPP）の仕組み

（出所：第 69 回電力・ガス取引監視等委員会資料）
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回の厳気象のために用意しておくと維持費も
かかるし，動かす時も大変です。バーチャル・
パワープラントは，通信の信号で節電をして，
ネガワットの価値で老朽火力と等価になれば
二酸化炭素（CO2）も削減できますし，エネ
ルギーコストも標準通信規格でつながれば安
くあがり，エネルギー自給率の向上，再エネ
の導入拡大にもつながると期待されています。

エネルギー・リソース・アグリゲーション

アグリゲーターが束ねるDRとは？

　そもそもデマンド・レスポンス（DR）とは
何か。例えば，「○時から○時まで節電して下
さい」という信号を送配電事業者から送って，
需要側が反応すると，それへの対価を払う。
場合によっては，要請に応じて需要のピーク
をずらすと，その分を節電量としてお金を払
う。このように，消費電力のパターンを変化
させるのがDRです。
　とても暑い夏や寒い冬（厳気象）に，太陽
光を目いっぱい使っても電気が足りない時，
DRで需要を抑制してくれれば，その対価を
払う。発電と需要の「同時同量」が達成できて，
コンセントの周波数が一定の範囲内に収まり
ます。

「上げDR」と「下げDR」

～電力の不足時・余剰時の社会的要求～

　社会的要求には，図７に示す２つのパター
ンがあります。電気が足りない時の要求と電
気が余る時の要求があります。電気が足りな
い時は再エネで助かります。
　しかし，電気が余る時は，逆に再エネを抑
制してくれという話になります。例えば，ゴー
ルデンウイークなどで皆が家を留守にして電
力を消費しない時は，余ってしまいます。火
力発電所を止めていくら発電量を減らしても，
それ以上に再エネが電力ネットワークに入っ
て来てしまうと，供給過剰で周波数が上がっ
てしまいます。この場合，需給バランスをと
るために再エネを抑制しないといけません。
　そのような２つの社会的要求に対応する形
で，２種類のDRがあります。電気が余る時
に需要を増やすのが「上げのDR」，電気が足
りない時に皆で使うのを止めて需要を減らす
のが「下げのDR」です。
　私は，2050 年頃には，予測される翌日の電
力不足に対して，「下げDR」ができる電気機
器が登場しているのではないか。全国の住宅
7,700 万軒にスマートメーターが付いて，ネガ
ワット分を全て測れて，ビジネスができる時
代が来ると思います。その時には，例えば，
15 万軒単位で１時間だけエアコンを止めるこ
とを，7,700 万軒の中で順番に行うことができ
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図７　電力不足時と余剰時の社会的要求
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ます。同じように，ヒートポンプ給湯器でお
湯を沸かす時間も順番にずらしたり，EVの
充電もずらすなどすれば，火力発電所１基分
15 万 kWを３時間下げるのと同じ価値が生み
出せます。さらに，火力発電所から CO2 を
排出しなくて済みます。このように，DRは，
需要を抑制する信号を送るだけです。今はも
う ICTが普及していますから，スマホや SNS
からでもできるのではないかと思います。

自動デマンドレスポンス（ADR）

　今や，メールや電話で需要抑制をお願いし
て，需要側の反応を測るという時代ではなく，
図８に示すモデルのように，通常時から全部
システマティックに行う時代です。
　DRサーバーーが電気事業者側にあり，そ
こからアグリゲーターが信号を受けて，さら
に顧客に要請し，反応した分を計測して対価
を払うというモデルがあります。
　特に，日本は，地震が非常に多い国なので，
地震が起きた時に，一部の大事な電気は止め
ないという制御も必要だと思います。例えば，
食べ物が腐らないように家の冷蔵庫は止めな
いとか，お年寄りや子供がいる家庭ではエア
コンだけは止めないとか，緊急レベルだけは
守るという制御です。英語で停電を「ブラッ
クアウト」と言いますが，緊急時に，一部の
大切な負荷だけは残すことを「ブラウンアウ

ト」と言うそうです。
　ですから，わが国では，通常時の自動節電
対策としての「オートノマス化」に加えて，
緊急時の自動自律対応策としての「レジリア
ント化」が非常に大事だと思っています。

発電・需要の一定制御に貢献する

エネルギー・リソース

　繰り返しになりますが，コンセントに届く
電気の品質を一定に保つため，必ず需給を常に
バランスさせなければいけません。図９の真ん
中の斜めの線が，電力需給がバランスしている
線です。厳気象の下で電気を使う時は，需要が
供給を超え「これは大変だ」となり，発電を増
やさないといけないのですが，その時，蓄電池
から電力を融通（ポジワット）して，需給バラ
ンスの線上に持って来ることができます。
　一方，春や秋は，再エネからの電力供給が
需要を超えてしまいます。これを放っておく
と，抑制のために再エネが電力ネットワーク
から切られてしまいます。せっかくの電気が
もったいないので，その時は需要を増やす「上
げ DR」をします。例えば，電気給湯器でお
湯を沸かしたり，蓄電池に貯めたりすれば，
需要を創出できます。DRで動かせるものが
あれば何でも動かし，発電の抑制を回避する
ことが考えられます。

季報エネルギー総合工学

図８　自動デマンドレスポンス（ADR）の仕組み



－ 49 －

エネルギー・リソース・アグリゲーションが

生み出す新産業への期待

　エネルギー・リソース・アグリゲーションで，
「エネルギー・リソース・アグリゲーション・
ビジネス」という新産業が創出できると期待
されています。
　図 10にこの新産業の流れを示します。再
エネを含む色々な分散型エネルギー・リソー
スをアグリゲーターが束ね，電気や関連サー
ビスを提供します。顧客のネガワットを束ね
る際には，対価を払わないといけませんから，
その原資は，ネガワットの調整力公募で落札
する，日本卸電力取引所（JEPX）などのネガ
ワット市場で取引する，小売事業者と取引し
て料金を徴収するなどの方法で用意すること
が考えられます。
　電力会社にとって，図 10の仕組みの良い
ところは，沢山の人達からネガワットを集め

てくれるアグリゲーターの存在です。アグリ
ゲーターは，自身の責任で色々な所のネガワッ
トを束ねてくれます。顧客をどれだけ集める
かがアグリゲート・ビジネス成功の鍵になり
ますから，色々な人達が関わってきて新産業
が創出されるという期待が持てるわけです。

新産業育成のための産官学の取組

～ERAB検討会と ERABフォーラム～

　そのような期待がある中で，2016 年度，経
済産業省資源エネルギー庁・新エネルギーシ
ステム課が新設されました。「システム」とい
う言葉が入った課が経済産業省に初めてでき
たことに，私は「システムの時代が到来した
のだなあ」という思いを強くしました。
　そして，新エネルギーシステム課の課長直
属の組織体に，官主体のエネルギー・リソース・
アグリゲーション・ビジネス（ERAB）検討
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図９　発電・需要一定制御に貢献するエネルギーリソース

図 10　エネルギーリソースアグリゲーションの流れ
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会があります。
　ERAB 検討会は，需要家側のエネルギー・
リソース（創エネ機器・設備，蓄エネ機器・設備，
負荷機器・設備）を対象に，それらの機器・
設備を遠隔操作することで，ネガワット，需
要創出，ポジワットを束ねるビジネスの発展
を支援することを目的としています。検討課
題には，ネガワットの計量方法，遠隔操作の
ための国際標準通信規格，アグリゲーターの
要件策定，制御量評価，サイバーセキュリティ
などがあります。
　一方，我々，早稲田大学のスマート社会技
術融合研究機構（ACROSS）は，産学主体の「エ
ネルギー・リソース・アグリゲーション・フォー
ラム」（ERABF）を早稲田大学の学内に設置
しました。そして，官主体の ERAB検討会と
連携し，意見集約や情報発信，ビジョン共有
の活動をしています。我々は，年に数回，産
官学の方々を束ねた会議を行っていくことで，
ビジネスのためのシステムの基盤作りを進め
ています。

ERAB検討会による

エネルギー・リソースの物的・経済的資源化

　リソースとは，生活や産業活動等のために
利用可能なもので，その中には，天然資源や
観光資源のような物的資源，人的資源，そし

て経済的資源があります。また，リソースは，
時代や社会によっても変わってきます。例え
ば，ネガワットというリソースなどは，昔は
ありませんでした。新産業になると期待され
るエネルギー・リソース・アグリゲーション・
ビジネスは，分散型エネルギーを新たに物的・
経済的に資源化する活動と言えます。
　ERAB検討会が考えている物的・経済的資
源化について図 11の右側に示します。エネ
ルギー・リソースを物的資源にするには，エ
ネルギーを安全に束ねて，正確に測り，動
的に制御して使うために，通信体系の整備
上，上流標準化（OpenADR）や下流標準化
（ECHONET Lite）が必要となります。ここで，
デマンド・レスポンス・オートメーション・サー
バー（DRAS）というのは，自動で節電信号
を出してネガワットを束ねることをシステマ
ティックに行うためのサーバーです。さらに，
物的資源化のためには，サイバーセキュリティ
や余った太陽光をネットワークにつないで売
るための FIT 併用逆潮流も可能にしなければ
なりません。
　他方，エネルギー・リソースを経済的資源
にするには，ネガワットを市場で取引するルー
ルを定め，さらに儲かってビジネスが持続可
能になるよう取引量を設定するための制御量
評価が必要です。蓄電池で貯めた部分は何を
価値とするか，という話です。

季報エネルギー総合工学

図 11　ERABにおける物的・経済的資源化



　図 11の左側に示す通信規格ですが，小売
事業者や配電事業者からアグリゲーターへ「○
時から○時まで節電して下さい」という信号
を送る時は，世界標準になると思われるアメ
リカの標準通信規格OpenADRを使います。
　信号を受けたアグリゲーターは，次に，ビ
ルや住宅などに信号を送ります。住宅のエ
ネルギー管理システム（HEMS）では，日
本が開発し世界標準になっている通信規格
ECHONET Lite を前提に考えていて，ビルの
システム（BEMS）では BACnet というアメ
リカの規格を使うことが多いと思います。通
信部分は，既存の良いものを使うということ
がERAB検討会の考え方です。

アグリゲーターの立ち位置

　改めて，アグリゲーターが全体のどこに位
置してビジネスをする人なのかを図 12で説
明します。
　アグリゲーターは，送配電事業者，発電事
業者，産業や家庭といった需要家の間に立ち，
ネガワットというリソースを束ねてビジネス
を展開します。電気事業法には，発電事業者，
送配電事業者，小売事業者に関する規定があ
りますが，アグリゲーターは，特定卸供給事
業者で，電気事業法で規定する「電気事業者」
には当たりません。経済産業省は，電気事業

法を変えないで，アグリゲーターを育成する
環境を創っていこうとしているようです。

アグリゲーターの腕の見せ所

～顧客の説得～

　人の暮らしはエネルギーが無いと成り立ち
ません。ですが，人は節電のために暮らしてい
るわけではありません。私は，学生たちに「人
にとって何が幸福か。それを支援するサービス
を中心に人の暮らしにとって大事なものをや
るべきだ」と話しています。それとの関連で言
いますと，通信制御信号は強制力を持った電力
供給停止の信号ではありません。実際には，ネ
ゴシエーション型情報の信号なのです。
　例えば，電力会社のコントロール下にある
火力発電所は，供給過剰による停電を起こさ
ないために「○時に止めて下さい」と言われ
たら，その通りに止めます。これに対して，
需要家は急に「（電気の使用を）止めろ」と言
われても止めたくない時もあります。その時
のアグリゲーターの仕事は，使用量抑制を需
要家に依頼することなのです。その時，需要
家は「ごめん。ちょっと今日お客さん来てい
るから駄目です」，「今回はできません」と断
ることもできます。
　そのような状況で，節電を担保するのがア
グリゲーターの腕の見せ所なのです。例えば，
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図 12　アグリゲーターを中心とするビジネスの流れ



100 万人の顧客に消費抑制の信号を打った時，
30 万人が反応してくれれば良いわけです。電
力ネットワークは全部つながっていますから，
どこの 30 万人でも構いません。ともかく，
100万人のうちの30万人が反応して，ネガワッ
トが毎回確保できれば良い。データが蓄積さ
れていくと，段々と需要家の行動も読めて来
ます。分散している需要家の反応が分かれば，
このネゴシエーション型ビジネスも成り立つ
わけです。実は，OpenADRという通信規格は，
時間と量のネゴシエーションに適した規格な
のです。
　ですから，ERAB 検討会では，図 13に示
すように，OpenADRとエネルギーアグリゲー
ション技術の組合せで，アグリゲーション・
ビジネスの技術体系を形成できるのではない
か検討しています。そこでアグリゲーターと
顧客間の通信にもOpenADR を検討すべきで
はないかという話が出ています。

ACROSSと実証事業

EMS新宿実証センターの設立

　私は，電力システムの研究者ですので，
2011 年３月の東日本大震災には大きなショッ
クを受け，「何とかしなければいけない」と強
く思いました。

　震災直後から「分散型システムに移れ」と
いう立派な未来図が示されましたが，「誰が中
立的なプラットフォームを作るのだろう？」
と思いました。そのための技術の学術的基盤
が無いし，色々な企業の方々と一緒にやる場
も無い，と思ったのです。そこで，我々は，
2014 年７月，スマート社会の鍵となる技術の
研究拠点「スマート社会技術融合研究機構」
（ACROSS），産学連携組織の「スマート社会
技術推進協議会」と「スマート社会技術研究会」
を設立しました。
　人が住む住環境は大事です。再エネも大事。
医療も大事。経済も大事。モビリティも大事
です。ということで，ACROSS では，スマー
トグリッド，スマートハウス・ビル，スマー
トモビリティ，スマートヘルスサポート，ス
マートフードの５つを研究対象としています。
　スマートグリッド関係では，ACROSS の設
立に先立って，インフラ系の方々（電力，ガ
ス，通信，住宅メーカー）やメーカー（電機
メーカー，自動車メーカーなど）25 社と連携
して，経済産業省と一緒に学内に「Energy 
Management System （EMS） 新宿実証セン
ター」を作りました。このセンターの目的は，
国際標準通信規格を用いて，日本の目指す
DR技術の整理・研究開発・実験実証・提言
をすることです。今，国家プロジェクトをや
りながら，上流から下流まで，日本の標準的
なDRの仕組みを作るための中立的実験所と
して機能しています。EMS新宿実証センター
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図 13　ネゴシエーション型ビジネスに適したOpenADRによる体系構築



では，上流から「節電せよ」という信号が出て，
それが下流の住宅まで届いて，反応を上流に
戻すという仕組みの開発に取組んでいます。
　図 14がセンターにある設備の写真です。
２つの仕様のスマートメーターを入れ，自動
DRサーバーを置いて，色々な家電製品をつ
ないでいます。家電製品の選定では，広がり
を持たせるために，オープンイノベーション
的な戦略をとりました。つまり，家電製品は，
絶対同じ会社の物を２つはつながない。通信
規格 ECHONET Lite を持っていない家電製
品はつながないという制約を設けました。
　スマートハウスは４棟あります。また，太
陽光を沢山入れる時は電力ネットワークの制
御が必要なので，配電系統シミュレータとい

う実験システムを作りました。それをハブと
して双方向に通信します。さらに，図 15に
示す，センターの外とも通信のやりとりをす
る「エネルギー・サイバー・フィジカル・プラッ
トフォーム」もあります。

ネガワット実証事業

　我々が携わっているOpenADR を活用した
ネガワット実証事業の内容は，図 16の通り
です。
　東京電力㈱，関西電力㈱，中部電力㈱から
節電要請の信号を受け，センターがハブとな
り，関東エリアや中部エリアに，例えば，「13
時から 15 時の間だけ節電して下さい」という
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図 14　EMS新宿実証センターの設備

図 15　エネルギー・サイバーフィジカルプラットフォームの概念図



－ 54 － 季報エネルギー総合工学

信号を送ります。もし何も反応がなかったら，
電力消費は今まで通り（図 16右下のグラフ
の点線のベースライン）です。信号に対して，
需要家が電力消費を下げた部分がネガワット
となります。なお，ベースラインは，新エネ
ルギーシステム課で議論して決めた「ネガワッ
トガイドライン」に沿っています。
　手始めに，2,000 戸の需要家で実験してみま
した。ただ，数も少なかった上に，色々難し
いところがあって，その時は自家発電と空調
を用いたポテンシャル推計くらいしかできま
せんでした。そのデータを基に，全国規模で
実験した場合を推計すると，１時間前にADR
信号を送って自家発や空調を動かせるとした
ら，ネガワットは 1,300 万 kWとなりました。

　一方，太陽光が余って止めなければいけな
い時，「○時か○時まで発電を止めて下さい」
ということと「○時から○時まで消費を下げ
て下さい」というのは，ほぼ同じ信号で済み
ます。同じOpenADR で信号を送ったら良い
ので，それほど多くの通信規格は要りません。
　そこで今，図 17に示すように，東京電力㈱，
関西電力㈱，北陸電力㈱から信号を送っても
らい，各エリアで太陽光出力を止める実証を
しています。この実証事業は，新エネルギー・
産業技術総合開発機構（NEDO）からの委託で，
（一財）エネルギー総合工学研究所（IAE）と
一緒に行っているものです。

図 16　OpenADRを活用したネガワット実証事業

図 17　OpenADRの太陽光出力制御への適用（IAE・NEDO）
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余剰買取時の出力制御とHEMSでの自動制御

　例えば，太陽光で余った分を電力ネットワー
クに流すと切られてしまいます。切られる電
気がもったいないので，その分を，EMS 新
宿センター内のスマートホームで消費する実
証を行いました。その流れを図 18に示しま
す。HEMS があって，太陽光パワコン，EV，
給湯器の組合せで余剰電力を消費します。EV
の充電に使うと，移動のためのエネルギーへ
のシフトになります。夜に入る風呂のために
給湯器でお湯を沸かすと，熱への転換となり
ます。

バーチャル・パワープラント構築実証事業

　
　最後に，IAEと共同で行っているバーチャ
ル・パワー・プラント（VPP）実証の話です。

図 19に示すように，ネガワット指令を受け
て，電力消費量を下げることも行っています
し，再エネの出力制御で再エネを止めること
も行っています。VPP には，２つの要請（上
げる，下げる）が入ってくるわけです。発電
所と同じ機能をするということで，今，DR
のサーバー構築をして，我々が親アグリゲー
ター（６事業者）に信号を打つ実証を始めて
います。

おわりに

今後の展望

　今，電力システムで大きなチャレンジが進
んでいるところです。これまでは，大規模集

図 18　余剰買取時の出力制御とHEMSによる自動制御（IAE・NEDO）

図 19　バーチャル・パワープラント構築実証事業（IAE）
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中で発電し，需要家まで一方向に流れていた
電気でしたが，ポジワットとネガワットに分
けられ，需要のスマート化と再エネ導入で双
方向に流れようとしています。全体像を示す
と，図 20のようになります。分散型エネル
ギー・リソースをアグリゲートして，異なる
目的（需給＋新たな価値）の共存を目指すこ
とが大事だと思っています。
　今後，太陽光出力の変動が速くなってきた
りする時，もっと速く制御する努力も必要に
なってきます。図 21の今後拡大されるネガ
ワット調整力領域に「電源Ⅰ -b」があります。
今よりも応動時間は短く，継続時間は長くな
ります。これについては，既に 2017 年度の

図 20　電力システムで進行中の大きなチャレンジ

図 21　ネガワット・リソースの拡大（調整力公募の領域拡大）

VPP 実証で始まっています。今後，リアルタ
イム性にシフトしていくということです。
　私は，発電機が発動して発電した量（kWh）
は「マラソンで言えば持続力」だと思ってい
ます。一方で，曇って太陽光の出力がなくな
り，一度に電気が消えた時の瞬発力が必要と
なりますから，待機時でも発電能力である容
量（kW）も大事になると思います。
　そういった意味で，リアル世界とサイバー
世界とをつないで新しい価値を生み出せれば
と思っています。
　以上です。どうもご清聴ありがとうござい
ました。（拍手）
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はじめに

インダストリー 4.0 と第四次産業革命

　私は，2017 年度，第四次産業革命がエネル
ギービジネスにもたらす影響度調査を行って
います。そこで本日は，その調査の一端をご
報告させて頂きます。
　第四次産業革命（Fourth Industrial Revolu-
tion）という言葉は，インダストリー 4.0（Indus-
try 4.0/Industrie 4.0）とほぼ同時期に日本で
聞かれるようになったと思います。
　インダストリー 4.0 は，2011 年に，ドイツ
工学アカデミーが産業見本市ハノーバーメッ
セ 2011 で発表したドイツ政府が推進する製造
業のデジタル化・コンピューター化を目指す
プロジェクトで「スマートファクトリーの実

［講演］

第四次産業革命がエネルギービジネスにもたらす
インパクトと課題

新谷　隆之 （一財）エネルギー総合工学研究所
プロジェクト試験研究部　特任参事

現」を根幹としています。それに対して，第
四次産業革命は，デジタル技術の進展，モノ
のインターネット（IoT）の進展で，インダ
ストリー 4.0 を含みながら新たな経済発展や
社会構造の変革を誘発する文明史上の大きな
波と考えて良いと思います。
　図１は，産業革命とインダストリー 4.0 の
関係を説明するためによく見かけるものです
が，蒸気機関を動力として機械生産が始まっ
た，いわゆる「産業革命」を第１次の産業革命，
電力を使い，流れ作業で大量生産が可能になっ
た産業構造への転換を第 2次の産業革命とし
ています。さらに，エレクトロニクス，情報
技術（IT）を利用したオートメーションの産
業構造への移行を第３次の産業革命とすると，
今回は，４番目の産業構造の転換期に当たり
ますから第四次産業革命となります。この第
四次産業革命で，インダストリー 4.0 の世界に
なる，という説明ではないかと思います。
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図１　産業革命とインダストリー 4.0 の関係

（出所：https://bcmpublicrelations.com/blog/what-is-industry-4-0//）
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2016 年１月から高まった

「第四次産業革命」への関心

　６年前に「インダストリー 4.0」とともに語
られだした「第 4次産業革命」について，なぜ，
当研究所が調査を始めたのか説明いたします。
　ここに面白いグラフがあります。図２は，
Google トレンドというインターネット上のサー
ビスを使って，2013 年～ 2017 年までの，全
世界における第四次産業革命の英語：Fourth 
Industrial Revolution の検索頻度をグラフにし
たものです。Fourth Industrial Revolution の頻
度が，2016年１月に急にピークに至り，その後
も高頻度で検索されていることが分かります。
　一体，2016 年１月に何があったのか？「第
四次産業革命の理解（Mastering the Fourth 
Industrial Revolution）」を主要テーマとした
第 46 回世界経済フォーラム（通称ダボス会議）
です。また，ダボス会議の主催者で創設者の
クラウス・シュワブ氏の著書『第四次産業革
命－ダボス会議が予測する未来－』が 2016 年
１月の会議に合わせて出版されていました（図
３の日本語版は 2016 年 10 月に発行）。
　そこで，当研究所は，今また，脚光を浴び
つつある第四次産業革命をクラウス・シュワ
ブ氏がどう定義しているのか，というところ
から調査を始めたのです。

第四次産業革命の５つの特徴

特徴１：デジタル革命が土台

　第四次産業革命の特徴として，まず挙げら
れるのは，インターネットの利用がより偏在
化，モバイル化していることです。そして，
IoT デバイスに，小型化且つ強力で低価格に
なったセンサーが利用されていること。さら
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図 2　世界中で関心が高まっている第四次産業革命

図 3　『第四次産業革命』（2016 年 10月発行）
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に，高度化した人工知能（AI）技術を利用し
ていることです。

特徴２：これまでを凌ぐ拡大速度と範囲

　世界のデータ量は，２年ごとに倍増していま
す。そして，そのようなデータを扱うために
ハードウエアの性能は，CPUの演算速度もハー
ドディスク容量も，データをギャザリングす
るための通信速度も指数関数的に向上してい
ます。そして，ディープラーニング等により，
AI技術が一気に発展したことで，第四次産業
革命は，これまでの産業革命を遥かに凌駕する
速度と範囲に拡大しているということです。

特徴３：テクノロジーの融合

　前述のテクノロジーが融合することによる，
アプリケーションレベルでのメガトレンドが
３つあります。
　①デジタル領域での，ブロックチェーン，
ウーバー，エアビーアンドビー等，②物理的
領域での，自動運転車，３Ｄプリンター，ドロー
ンや先進ロボット工学等，③生物学的領域で
の，遺伝子配列の解析ベースの個別化治療等
とそれらの領域間の相互作用。例えば，３Ｄ
プリンターで細胞パターンを作製するバイオ
プリンティング等が出て来ています。

特徴４：インダストリー 4.0 との相違

　シュワブ氏の著書『第四次産業革命』では，
単に，新らしい技術がもたらす産業構造の変
化に留まらず，第四次産業革命が社会構造・
経済構造，ひいては，我々の暮らしに与える
インパクトについても論じられています。
　具体的には，新しいビジネスモデルの出現
があります。従来モデルの破壊や生産・消費・
輸送・配送システムの再編成等，あらゆる産
業で，根本的な転換が起きる可能性がありま
す。我々の暮らしでも，働き方やコミュニケー

ション方法，自己表現や学習，気晴らしの方
法でのパラダイムシフトが示唆されています。
また，教育・医療・輸送の各システム，政府
関係機関での変化も示唆されています。

特徴５：2025 年までのテクノロジーシフト

　シュワブ氏の著書の副題は，「ダボス会議が
予測する未来」となっています。巻末の「テ
クノロジーシフト」という部分では，2025 年
までに第四次産業革命で世の中がどう変わる
かが書かれています。それを，最後の特徴と
して挙げようと思います。
　実は，このテクノロジーシフトは，シュワ
ブ氏の独断によって決められたものではあり
ません。世界経済フォーラムの「ソフトウェ
アと社会の未来に関するグローバル・アジェ
ンダ・カウンシル」が行ったアンケート調査
に基づいています。デジタル領域，物理的領域，
生物学的領域において，今後 10 年以内（2025
年まで）に起きると予想されるテクノロジー
シフト（技術変化）を挙げ，情報通信技術（ICT）
分野の 800 名を超える企業役員や専門家を対
象にアンケート調査を行いました。その結果
が掲載されているわけです。
　私は，80％以上の人が「そう思う」と答え
た 11 項目について表１にまとめました。
　今でもバーチャル・リアリティ用のゴーグ
ルは出ていますが，次は「普通のメガネ」の
10％がインターネットに接続されると予想さ
れています。「体内埋め込み式携帯電話が発売
される」という予想には少々驚きましたが，
心臓のペースメーカーなどはかなり前から体
内に埋め込まれているわけですから，体内に
埋め込む携帯電話があってもいいのかなと思
います。また，最近の若い人たちを見ていま
すと，「スマートフォン，携帯は，自分の命の
次に大事」という感じの人が沢山いますので， 
2025 年頃になると体内に携帯電話を埋め込む
人が現れても不思議ではないとも思いました。

第 40 巻 第４号（2018）
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第四次産業革命とエネルギービジネス

検討に当たっての前提条件

　次に，第四次産業革命がエネルギービジネ
スに与える影響について調査しました。図４
は，電力・ガス・熱に関するシステム改革の
スケジュールです。
　石油と熱の自由化は既に終わっています。
電力とガスについては，2020 年に向けたシス
テム改革が進行中です。その結果を全く無視

して，第四次産業革命のエネルギービジネス
への影響を考えても意味がありません。また，
再生可能エネルギー（再エネ）の導入は益々
増えていくでしょうから，その影響も考えざ
るを得ません。
　そこで，第四次産業革命のインパクトと課
題を検討するに当たり，まず，再エネ導入，
二酸化炭素（CO2）排出削減策が今後も進むと
いう前提条件を設定しました。次に，2025 年
頃には電力部門で発送配電分離が完了してい
て，リアルタイム市場と容量市場の運用が開
始されていて，メリットオーダーによる市場
メカニズムが導入されていると想定しました。

季報エネルギー総合工学

・10％の人々がインターネットに接続された服を着ている　 …………… （91.2%）
・90％の人々が容量無制限の無料ストレージを保有している …………… （91.0%）
・１兆個のセンサーがインターネットに接続される ……………………… （89.2%）
・眼鏡の 10％がインターネットに接続されている   ……………………… （85.5%）
・80％の人々がインターネット上にデジタルプレゼンスを持っている … （84.4%）
・政府が初めて国勢調査の代わりにビッグデータの情報源を活用する … （82.9%）
・人口の 90%がスマートフォンを使用   …………………………………… （81.0%）

・米国で最初のロボット薬剤師が登場する ………………………………… （86.5%）
・３Ｄプリンタによる自動車第一号の生産 ………………………………… （84.1%）
・消費財の５％が３Ｄプリンタで生産されたものになる ………………… （81.1%）

・体内埋め込み式携帯電話の発売開始    …………………………………… （81.7%）

■デジタル領域

■物理的領域

■生物学的領域

表１　2025 年までに起こるテクノロジーシフトに関するアンケート調査結果

図 4　電力・ガス・熱に関するシステム改革のスケジュール

（出所：資源エネルギー庁資料（2015 年 8 月）を基に作成）
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そうすると，固定価格買取制度（FIT）の期限
が切れた再エネがスポット市場に燃料代ゼロ
円で入札してくる可能性があり，再エネが入っ
てきた分，他の電源が減るということが考え
られます。第四次産業革命の技術構成要素で
あるAI，IoT，ビッグデータの相乗効果で数
分後の発電量予測が正確にできるようになる
と，スポット市場だけでなく，リアルタイム
市場，容量市場にも燃料代ゼロ円の再エネが
投入される可能性すらあります。
　このような想定の下，主に電力を中心に，
第四次産業革命がエネルギービジネスに与え
るインパクトと課題を検討しました。電力ビ
ジネスで，エネルギーバリューチェーンを最
適化するために，どういうことが可能になる
のか検討したわけです。

検討対象分野

－運用，生産，流通，消費分野－

　検討の対象は，図５に示すように，運用分
野では需給予測業務，生産分野では火力発電
業務，流通分野ではプラントと送電線の保全
業務です。さらに，我々の暮らしがどう第四
次産業革命の影響を受けるのかも考えてみま
した。

［運用分野－需給予測業務］
　最初に運用分野です。需給予測へのインパ
クトと課題についてお話しします。
　予測技術の分野は，第四次産業革命で一番恩
恵を受ける分野の１つだと思います。図６に示
すように，予測には，従来，重回帰分析が多用
されてきていますが，AIの進展で図７のよう
な「ニューラル・ネットワーク」（NN）ができ，
今では，図８に示す「ディープラーニング」が
用いられるようになっているようです。
　需給予測業務へのインパクトを考えた場合，
再エネの増加や，蓄電池の普及，デマンド・
レスポンス（DR），バーチャル・パワープラ
ント（VPP），林先生のご講演にあったアグリ
ゲーターの市場参入で，予測が益々複雑にな
り，今までの重回帰分析による予測モデルだ
けでは大変難しくなると思います。
　一方，AI の進歩は，需要と供給両方の予測
業務に変革をもたらす可能性があります。今
後は，需給予測が最適になる IoT，ビックデー
タ，AI ツールの組み合わせが分かる人が必要
になってくると思います。

［生産分野－石炭火力発電業務］
　次に，発電業務へのインパクトです。ここ
では，石炭火力の CO2 排出削減問題を考えて
みました。
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図 5　エネルギーバリューチェーン最適化での第四次産業革命のインパクト

（出所：エネルギー戦略協議会事務局資料（2017 年３月 22 日）を基に作成）
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　CO2 排出量の多い石炭火力では，これまで
も CO2 排出を低減するためにバイオマス燃料
等の混焼が行われて来ました。ですが，電力
業界が定めた 2030 年度の CO2 排出係数目標
（0.37kg-CO2 ／ kWh）を達成するには，様々
な再エネの導入を促進するとともに，混焼率
を高める必要があると思います。その場合，
混焼率やバイオマス種の変更など運転条件を
変更し，CO2 削減と発電コスト最小を目指す
のは，従来の発電所運転の経験だけでは困難
と予想されます。
　そこで，図９に示すように，発電所のシミュ
レーターをデジタル・ツインとして，サイバー
ワールド内に構築し，そこに混焼率やバイオ
マスの種等の運転条件を変更したケースを検
証することで，いち早く最適化運転にもって
いけるのではないかと思います。なお，デジ
タル・ツイン構築では，発電所側の設計・製造・
建設ノウハウの提供がないと，良いものがで
きないと言われています。

　図 10は，関西電力㈱による「AI を活用し
た次世代火力運用サービスの協働開発」の模
式図です。中身を見ると，関西電力㈱が発電
所運用の知見を，三菱日立パワーシステム㈱
（MHPS）が発電所設備の知見を持ち寄って，
その発電所のデジタル・ツインを作り，ボイ
ラー燃焼調整等の最適運用を実現させるとい
う取り組みです。

季報エネルギー総合工学

図６　重回帰分析による分析モデル

出所：菅井康之，「気象庁XMLを利用した需要予測の可能性」，　
　　　先進 IT活用推進コンソーシアム，を基に作成

前日最大電力
１週間前最大電力
最高気温予報値

週末フラグ

入力層 中間層 出力層

最大需要予測値

図7　従来システムのNNモデル

出所：小林正行，「環境変化に対応した電力需要システムの開発」
　　　技術開発ニュース No.123

入力層 中間層 出力層 入力層 中間層 × n 出力層

ニューラルネットワーク（NN） ディープラーニング

図８　需要予測はNNから AI を使ったディープラーニングへ

（出所：http://markezine.jp/static/images/article/24185/24185_02.png）

図９　デジタル・ツインによるシミュレーション

出所：http://biz-it-base.com/blog/wp-content/uploads/
        2017/01/827aa4f50ab623ab504dc6a6012be398.png
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　当面，主要調整力電源としての火力発電の
立ち位置が脅かされることはないでしょうが，
将来的には，太陽光や風力も調整力電源とし
ての運用が多くなると考えられます。発電事
業者は，今後，電源ポートフォリオを考えて
電源を組み替えていく必要があると思います。
　海外では，既に電源組替えの動きがありま
す。例えば，ドイツの電力大手エーオン社は，
2016 年に火力発電と水力発電を子会社ユニ
パー社に移管し，再エネを持ってくるという
戦略を立てました。但し，再エネが今後どれ
ほど普及するかは，国としてどれだけ再エネ
を重視するかによります。ドイツの場合，再
エネを重視しているので，エーオン社のよう
な戦略もあって良いということかも知れませ
ん。ですから，今後，日本の再エネ政策はど
うなるのか，注意深く見守る必要があると思
います。

［流通分野－プラントと送電線の保全業務］
①プラント点検業務へのインパクト
　今まで点検作業は，異音判断など，経験と
勘に頼っていました。IoT デバイスからのリ
アルタイムデータを 24時間体制で監視し，AI
で不具合を検出する「予兆診断」が可能にな
ると，従来の定期点検，定期分品交換と比べて，
大幅に費用を削減できると見込まれます。

　ただ，定期点検，定期部品交換については，
法令で定められていますから，それに従う必
要があります。法改正のために，IoT，AI を
駆使した新たなソリューションによる，予兆
診断の有効性を実証事業等で検証する必要が
あると思っています。
　図 11は，中部電力㈱が発表した火力発電
における運転支援サービス事業の共同実施に
ついての絵です。「インバリアント分析」とい
うAI を使った予兆診断について書かれてい
ます。ここでは，圧力・温度・流量・開度・
水位等の運転データをインバリアント分析で
解析します。
　従来は，それぞれのセンサデータに閾値（そ
れを上回ると異常だという値）を人間が設定
しておき，センサデータがその閾値に達する
と「設備異常だ」ということになったわけです。
　これに対し，インバリアント分析では，セン
サデータセットの通常時パターンと異常時パ
ターンを学習させることで，センサーデータの
セットのパターンから，個々のセンサーが閾値
を超える前に設備異常を「超」早期に発見でき
ると言っています。

②保全業務へのインパクト
　送電線の点検業務を考えてみました。送電
線の点検業務は，人間にはハードワークです
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図 10　AI を活用した次世代火力運用サービスの協働開発

（出所：http://www.kepco.co.jp/corporate/pr/2017/0913_1j.html）
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が，図 12のように，ドローンを飛ばして撮
影した映像データを分析して，必要な対応を
することにすれば，危険な作業が減ります。
ところが，今，ドローン運航には，航空法が
適用され，基本的に目視外飛行は禁止されて
います。必ず，送電線に沿って点検要員が歩
いていかないといけないわけです。ただ，イ
ンターネット通販大手アマゾンのドローン配
送が既に海外で始まっていますので，日本で
も目視外飛行の制限が早晩解消されるのでは
ないかと思います。
　私がそのようなビジネスモデルを考えてい
た矢先，2017 年３月，東京電力ホールディン

グス㈱が地図の㈱ゼンリンと共同で図 13に
示す「ドローンハイウェイ構想」を発表しま
した。ゼンリンの地図データの中に，ドロー
ンのハイウェイとなる送電線データを入れ，
変電所の空き地にドローンの充電ポートを置
きます。GPS 機能を備えたドローンが地図を
参照して，送電線の上を目的地に向かって飛
行したり，飛行しながら送電線や鉄塔を写し
て，その画像データをセンターに送り返しま
す。ドローンのバッテリーが少なくなったら
最寄りのドローンポートを探して自分で下り
て充電をし，また，飛行を続けるというイメー
ジです。
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図 11　火力発電運転支援サービスにおける予兆診断

出所：中部電力㈱プレスリリース「火力発電における運転支援サービス事業の共同実施について」
　　　別紙，2016 年６月 24 日

図 12　ドローンによる送電線点検

出所：新エネルギー新聞「東芝とアルパインが送電線点検用ドローン開発で協働」，
　　　2016 年 10 月３日



　私の予想を超えて，既に，電力会社が新し
いビジネスを考えていることが分かりました。

［消費分野：暮らし］
①プロシューマーの一般化
　今までは，電力会社が電気をつくり，消費者
がその電気を使うという形でした。それが消費
者が自宅に太陽光発電パネル，蓄電池を設置
し，余剰分を売る時代が来そうです。少なくと
も，戸建住宅に住んでいる人は，かなりの確率
でプロシューマーとなり，受給自足の生活形態
が広がる可能性があります。第四次産業革命の
代表的な技術であるブロックチェーンの技術，
ピア・ツー・ピア（P2P）の小売電力取引を可
能にするトランザクティブ・エネルギー（TE）
の技術が実用化されると，エネルギーは，自給
自足が基本で過不足分も地域での電力融通で
賄う形になるかも知れません。

　図 14は，東京電力ホールディングス㈱と
独イノジー社が共同出資で創ったコンジュー
ル社のビジネスモデルです。ブロックチェー
ンを使って電力取引をするモデルになってい
ます。TEについては後述します。

②エネルギー制御機能付き家庭用端末
　昨今人気のAI ／スマートスピーカー「ア
マゾンエコー」（Amazon Echo），「グーグル
ホーム」（Google Home）がさらに進化したの
ような家庭用端末のある暮らしを想像してみ
ました。音声認識で照明などの宅内の電気機
器をON・OFF する装置に見える端末が，そ
の内部に従来のホームエネルギー管理システ
ム（HEMS）よりも優れた宅内エネルギー機
器制御機能を持つようになるとします。例え
ば，蓄電池制御と合わせて太陽光発電を最大
限利用する。今は売電，今は蓄電池に充電，
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図 13　「ドローンハイウエイ構想」

出所：東京電力ホールディングス㈱プレスリリース「ドローンハイウェイ構想の
　　　実現に向けて」別紙，2017 年３月 29 日

図 14　P2P電力取引プラットフォーム事業の概要図

出所：仮想通貨情報サイト bitpress「東電，ブロックチェーンを活用し独大手電力　　　
　　　会社イノジー社と電力取引プラットフォーム事業展開」紙，2017 年７月 11 日



明日にはアグリゲーターに売る，ということ
まで考える機能です。
　アグリゲーターから要請があれば，デマン
ド・レスポンス（DR）やバーチャル・パワー
プラント（VPP）リソースを提供します。そ
の他にもトランザクティブ・エネルギーの
P2P 通信を行って，隣家と電力融通をしたり，
その地域で「明日から一週間の夏休みで留守
にするので，わが家を見ておいて下さい。そ
の代わり，わが家の太陽光発電の電気は全部
電力融通で無料で使って構いません」という
ようなこともできるかも知れません。
　また，既に，アマゾン社やグーグル社自身
がアグリゲーターになるために，家庭用端末
を無償で各家庭に提供する時代になっている
かも知れません。

③トランザクティブ・エネルギー（TE）
　TEを使った電力融通について説明させて
頂こうと思います。
　TE というのは，米国エネルギー省内に
設置されたグリッド・ワイズ・アーキテク
チャー・カウンシル（GWAC）が 2015 年に
発表したフレームワークです。従来通り，消
費者が電力会社やアグリゲーターと取引する
ことにも使えますが，プロシューマーとして
P2P で電気を融通することにも使える仕組に
なっています。
　従来の電力ビジネスモデルでは，「同時同量」
の需給バランスを取る場合，供給者側がイニ

シアティブを取ってきました。それに対して
TEが需給バランスを取る場合，中央集権的
なトップダウン・メカニズムを廃し，基本的
に市場取引に委ねます。但し，ちゃんと売り
手から買い手に電気が届く仕組みにならなけ
ればいけません。
　ブロックチェーンでは，売買マッチングを
することによって，その売買代金の決済を自
動的に行うことができます。ですが，契約時
点で，電気が売り手から買い手に届くのを確
保するのは，ブロックチェーンだけでは，到
底無理だと思います。
　TEでは，コンピューター処理におけるト
ランザクションの考え方をベースにしたプ
ラットホームを考え，「価格も含めて，電力を
売りますよ。電力を買いますよ」という売買
マッチング，売り手から買い手への電気経路
（Distribution Grid）の確保という２つの条件
が揃って初めて取引（トランザクション）が
成立する形をとっています。
　現在，米国標準技術研究所（NIST）がイニ
シアティブを取って，TEの実運用に向けた
プロジェクト「TEチャレンジ」で，国内外
の賛同者と共同で，モデリング＆シミュレー
ション用ツールの開発・拡張を行い，TEを
評価するためのモデリングとシミュレーショ
ンプラットホームの開発を行っていると聞い
ています。
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図 15　TEによる電力取引のイメージ

（出所：https://bakerstreetpublishing.com/）



おわりに

今後の課題と視点

　以上，第四次産業革命がエネルギービジネ
スにもたらすインパクトと課題について，調
査研究者として個人的な見解のに基づいた発
表をさせて頂きました。
　今後求められる研究の課題と視点として ,
エネルギー総合工学研究所（IAE）では以下
を考えています。

● 電力・水素・熱エネルギーの総合的マネジ
　メントシステムの構築
● プラントの建設費・運転費等のコスト低減
　に向け，IoT／ビッグデータ／AI を利用し
　たデータ取得・活用（予測）に係る技術
● 安全性の向上と保守点検作業の経済性の向
　上を兼ね備えた予兆保全
● 再エネ電源のスマートインバータ化，調整
　力運用・容量確保への適用，応答性の向上，
　需要創出，送配電の自動化・高度化推進
● 火力発電分野，石油・化学プラントにおけ
　る最適化運転制御の追求
● 顕在化していないエネルギー分野への応用
　事例，影響事例についての検討

　その中で，IAE の役割を，①中長期のエネ
ルギー技術シナリオの提示，②新規事業の企
画・立案・推進（システム的なアプローチを
中心に），③製品・サービス・システム運用等
に関する標準化の支援，④規制・制度の最適
化に向けた調査研究の提案・実施だと考えて
います。
　具体的な取組みとしては，まず，最新情報
の提供（月例研究会やホームページ，季報等），
分野を絞った新たな研究会の設置を検討いた
します。受託研究としましては，今回の発表
内容に関わらず，分野ごとの課題解決の手法

を導入します。例えば，再エネ大量導入時の
負荷変動対応など，様々な課題を検討する上
で，ビッグデータ，AI を活用していく事例の
調査などです。また自主研究も継続していく
所存です。
　ご清聴ありがとうございました。
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閉　会　挨　拶

中村幸一郎 （一財）エネルギー総合工学研究所
専務理事

－ 68 － 季報エネルギー総合工学

　本日は「第４次産業革命とエネルギー戦略」というテーマでシンポジウムを開催致しま

したところ，多くの方々に長時間にわたり熱心にご参加頂き，誠にありがとうございまし

た。

　来賓の福島様から経済産業政策と産業保安に関する新政策をご紹介頂くとともに，この

シンポジウムへの期待と当研究所への激励が込められたご挨拶を頂戴いたしました。

　コロンビア大学世界エネルギー政策研究センター創立フェローのサンダロー様より，「米

国エネルギー分野における７つの動向」と題してお話を頂きました。米国での動きを事実・

データとともに分かり易く解説していただきました。この特別講演のメッセージは，「産

業界，ビジネス，技術の面で，そして州レベルという，より身近なレベルの政策面で，低

炭素化への取組みが着実に進んでいる」ということであると理解をいたしました。

　続いて，笹川平和財団の田中会長からは「持続可能なエネルギー安全保障戦略」につい

て地政学的な視点も含めて，国際的なエネルギー情勢を分析し，その上で日本のエネルギー

戦略を語って頂き，その中で持続可能な原子力について具体的なご提案をお示し頂きまし

た。

　総合科学技術・イノベーション会議の原山議員からは，「Society 5.0 における未来社会

像とエネルギー」について，Society 5.0 から具体的な話に解きほぐして頂き，エネルギー

バリューチェーンを最適化し好循環させていくお考えを頂き，エネルギー研究開発の今後

の方向を system of systems というコンセプトで指し示して頂きました。

　そして，早稲田大学大学院先進理工学研究科の林教授からは，「ICTを活用した新たな

エネルギーシステムの構築」について，エネルギーリソースアグリゲーションとは何か，

その意義について，そしてビジネス化を目指したプロジェクトについてご説明頂きました。

　昨日，一昨日，東京で Innovation for Cool Earth Forum（ICEF）が開かれました。過

去３年間，経済成長が続く中でグローバルな CO2 の排出が横ばいで推移していること，

政策面，ビジネス面，技術面，資金面で低炭素化の動きが着実に進展していること，一方

で，温暖化目標を達成するには更なる取組みが必要との議論がなされておりました。
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　今日のシンポジウムでのエネルギー政策・戦略の話，イノベーションとエネルギー技術

開発の話，再エネと需給調整の話は，政策当局，産業界，技術者・研究者等の関係者が今

後取組んで行くに当たっての考え方，取組みの方向性，あるいはその内容を指し示して頂

いたように思います。本日ご出席の皆様にもご参考，お役に立つものであったと思います。

　私どもといたしましても，今日のシンポジウムでの話を通じ，課題の再認識，調査研究

の意義・位置づけの整理，新たな気づきにつながり，非常に有意義なものとなりました。

新谷からの話の最後にありました今後の当研究所の役割・取組みに継続して反映して参り

たいと思っております。

　最後になりますが，引き続き，私どもの事業，調査研究にご理解とご支援をお願いし，

改めて，ご来賓とご講演者に御礼を申し上げ閉会の挨拶とさせていただきます。本日は誠

にありがとうございました。（拍手）
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研究所のうごき
（平成 29 年 10 月２日～ 12 月 31 日）

◇ 第 23回賛助会員会議
日　時：10 月６日（金） 15:50 ～ 19:00
場　所：千代田放送会館
議事次第：
 １．最近の事業活動について
　２．調査研究活動について
　３．講演『今後のエネルギー政策について－総
     合資源エネルギー調査会及びエネルギー情
     勢懇談会での検討状況－』（経済産業省資源
     エネルギー庁長官官房総務課長　松山泰浩氏）

◇ 月例研究会
第 371回月例研究会
日　時：10 月 20 日（金） 14:00 ～ 16:00
場　所：航空会館５階　501・502 会議室
テーマ：
 １．電力事業におけるインダストリアル・イン
     ターネットご紹介
    （GEパワー・サービス パワーデジタル ソリュー
     ションアーキテクト　牟田　泰孝　氏）
　２．コマツの IoTによるビジネス活用（お客様
     への最良な商品，最善の使い方を追い求めて）
   （㈱小松製作所　ICTソリューション本部　
    ビジネスイノベーション推進部　部長　浅田　
    寿士　氏）

第 372回月例研究会
日　時：11 月 17 日（金） 14:00 ～ 16:00
場　所： 航空会館５階　501・502 会議室
テーマ：
　１．ロボット革命の実現に向けて
    （経済産業省　製造産業局　産業機械課　ロ
     ボット政策室長　安田　篤　氏）
　２．太陽光発電大量導入に伴う，次々世代にお
     ける配電系統の将来像の検討
    （（一財）エネルギー総合工学研究所　プロジェ
     クト試験研究部　主任研究員　石原　正浩）

第 373回月例研究会
日　時：12 月 15 日（金） 14:00 ～ 16:00
場　所： 航空会館５階　501・502 会議室

テーマ：
　１．The Road to the Hydrogen Economy- Oppor-
    tunities, Challenges and Success Stories in NRW 
    / Germany 水素経済への道 - ドイツ・NRW州
   でいかに機会を活用し，挑戦に臨み，サクセス
   ストーリーを作るか
    （㈱エヌ・アール・ダブリュージャパン　代
     表取締役社長　ゲオルグ・K・ロエル　氏）
　２．開発輸入水素の国富流出に関する影響評価
    （IAE主催の自主研究会の成果）
    （（一財）エネルギー総合工学研究所 プロジェ
     クト試験研究部　参事　笹倉　正晴）
 交流会
 日時：12 月 15 日（金） 17:15 ～ 19:30
 場所：航空会館８階　801 会議室

◇ 外部発表
［講演］
発表者：坂田 興
テーマ：低炭素社会構築に向けた水素エネルギー
 システムの貢献可能性
発表先：東京工業大学
日　時：10 月 31 日

発表者：坂田 興
テーマ：持続性社会構築に向けた水素の貢献可能
  性と「Power to Gas」
発表先：㈱日本計画研究所主催の講演会
日　時：11 月９日

発表者：坂田 興
テーマ：持続性社会構築に向けた水素の貢献可能性
発表先：エネルギー問題に発言する会（代表　早野
 睦彦氏：高速炉エンジニアリング㈱元社長）
日　時：11 月 19 日

発表者：坂田 興
テーマ：持続性社会構築に向けた水素の貢献可能性
発表先：（公財）原総合知的通信システム基金主催
 のシンポジウム「水素社会の実現に向け
 た施策と事業動向」
日　時：11 月 28 日

季報エネルギー総合工学



［寄稿］
寄稿者：坂田 興
テーマ：水素エネルギーシステム
寄稿先：化学工学誌　81 巻 10 号（2017）　「化学
 工学年鑑 2017」

寄稿者：石本 祐樹，杉山 昌広
テーマ：CO2 直接空気回収技術の研究動向
寄稿先：『エネルギー・資源』（11 月号）

寄稿者：Yuki Ishimoto, Masahiro Sugiyama, Etsu-
 shi Kato, Ryo Moriyama, Kazuhiro Tsu-
 zuki and Atsushi Kurosawa
テーマ：Putting Costs of Direct Air Capture in 
 Context
寄稿先：FCEA Working Paper Series: 002 （発行元 
 Forum for Climate Engineering Assess-
 ment, School of International Services, 
 American University)

寄稿者：堂本 宗宏（NEDO） ，蓮池 宏
テーマ：圧縮空気エネルギー貯蔵（CAES）シス
 テムの開発・実証
寄稿先：『クリーンエネルギー』（12 月号）

◇人事異動
○ 10 月 31 日付
（退職）
田中隆則　　研究顧問

○ 11 月 30 日付
（退職）
重留義明　　原子力工学センター 主管研究員　兼
 技術開発支援センター 兼 プロジェ
 　　クト試験研究部

○ 12 月 1 日付
（出向採用）
鴻野健二　　プロジェクト試験研究部 主管研究員
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　昨年のエネルギー情勢を振り返ると，
例年のことながら内外ともに様々な動き
が見られた一年であった。
　重要なエネルギー資源である石油につ
いては，昨年 11 月末の OPEC 総会にお
いてOPEC とロシアなど主要な非加盟産
油国との協調減産が本年末まで延長され
ることが合意された。これにより石油需
給バランスの改善が期待される一方で，
価格が上昇すれば米国シェールオイルと
の攻防が長期化するとの見方がなされて
いる。
　再生可能エネルギーを見ると，世界で
一層の普及とコストの低下が進んでお
り，特に太陽光発電については，IEAの
World Energy Outlook 2017 に よ れば，
昨年の太陽光発電容量の伸びは他のすべ
ての発電形態を上回るとともに，2010 年
以来新規太陽光発電で 70％，風力発電で
25％，バッテリーで 40％のコスト低下が
あったとのことである。
　また，原子力については，経済発展に
伴いエネルギー需要の増加が見込まれる

アジア，特に中国，インドにおいて開発
が急速に進められている。一方，需要面
では，特に自動車部門においてドイツ，
フランスをはじめとする欧州や中国など
における電動化シフトが明らかとなった
年であった。
　わが国においては，2030 年のエネル
ギーミックスを示したエネルギー基本計
画の見直しに関する議論が進められると
ともに，2050 年までに 80％の温室効果ガ
ス排出削減という長期目標の達成に向け
たエネルギー政策の方向性に関する検討
が開始された。
　昨年６月に米国トランプ大統領が脱退
を表明したパリ協定であるが，現時点で世
界の温室効果ガス排出量の約９割を占め
る国・地域が参加し一丸となって排出削減
に取り組む画期的な枠組みである本協定
の実現を目指すとともに，そのための技術
やビジネスのイノベーションが生み出さ
れるような経済発展に資するエネルギー・
環境政策が期待されるところである。

編集責任者　重政弥寿志

編集後記
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